
福島農総セ研報６：１－35（2014）

農地に残留するディルドリンに関する研究＊

齋藤　隆＊＊

Study on Dieldrin Residue in Farmland＊

Takashi SAITO＊＊

目　次

第１章　研究の背景および目的………………………１
第２章　各種農作物のディルドリン吸収移行特性の解明と

ディルドリン残留ほ場における代替作物の選定……５
　2.1　各種農作物のディルドリン吸収特性………６
　2.2　各種農作物におけるディルドリン吸収移行特

性の解明およびキュウリ代替作物の選定……10
第３章　高吸収作物によるディルドリンのファイトレメ

ディエーション技術の開発… …………………12
　3.1　ズッキーニ幼植物の品種間ディルドリン吸収

除去能の比較……………………………………13
　3.2　ディルドリン吸収除去に最適なズッキーニの

施肥法の検討……………………………………14
　3.3　ディルドリン吸収除去に最適なズッキーニの

栽培条件の検討…………………………………16

　3.4　ほ場におけるズッキーニによるディルドリン
吸収除去効果の検証……………………………19

第４章　吸着資材を利用したキュウリのディルドリン
吸収抑制…………………………………………21

　4.1　各種炭化資材のディルドリン吸収抑制効果……21
　4.2　スクリーニングされた炭化資材の改良……23
　4.3　改良した炭化資材と活性炭の比較…………24
　4.4　ほ場における活性炭を用いたキュウリ果実中

ディルドリン吸収抑制効果および持続効果……26
第５章　総合考察………………………………………28
謝　辞……………………………………………………31
引用文献…………………………………………………32
Summary… ………………………………………………35

Key word：dieldrin, cucumber, tolerance limit over factor, zucchini, phytoremediation, activated carbon, adsorbent
キーワード：ディルドリン、キュウリ、tolerance limit over factor、ズッキーニ、ファイトレメディエーション、活性炭、
吸着剤

受理日：平成25年11月25日
＊　　本論文は、東京農工大学大学院生物システム応用科学府審査学位論文を基に編集・加筆したものである。なお、本報告の一部は
Soil Science and Plant Nutrition で報告した。
＊＊　福島県農業総合センター生産環境部

第１章　研究の背景および目的

　わが国における「農薬」の使用は、17世紀後半、イ
ネ害虫のウンカ類防除のために用いられた鯨油が最初
とされる。明治以降、第２次世界大戦までの間には、
除虫菊粉、デリス根、ボルドー液、石灰硫黄合剤、硫
酸ニコチン、砒素剤など、天然物および無機化合物を
主体とする農薬が用いられるようになった。戦後は、
食糧増産という国家的な要請の中で病害虫の防除対策
が強く求められ、その当時開発、実用化されたDDT、

BHC、パラチオンなどの殺虫剤、有機水銀剤などの
殺菌剤、2,4-Dなどの除草剤が使用されるようになり、
有機合成農薬を中心とする農薬使用量が飛躍的に増加
していった。有機合成農薬は病害虫に卓効を示し、効
果も安定していることから農作物の安定生産と品質向
上に大いに貢献した。その一方、急性毒性に起因する
危被害の発生や長期残留性による環境負荷などの社会
問題が深刻化し、1962年にはＲ．カーソンの「サイレ
ント・スプリング」が刊行されるなど、農薬の有害性
について指摘されるようになった。このため、国内で
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も毒性や残留性の高い農薬については、次々と使用禁
止措置がとられた。DDT や BHC はイネ害虫に卓効
を示し、コメの安定生産に大いに貢献したが、牛乳や
母乳汚染の実態が判明し、1971年に農薬登録が失効し
た。同様に、有機塩素系殺虫剤のアルドリン、ディル
ドリン、エンドリン、ヘプタクロルも残留性の観点か
ら1975年に農薬登録が失効した。有機リン系殺虫剤の
パラチオンは哺乳動物に対する急性毒性が強く、中毒
事故が多発したため、1972年に農薬登録が失効した。
殺菌剤として稲のいもち病に卓効があった有機水銀剤
も米穀中の残留性が問題となり1973年に失効した。ま
た、水田用除草剤として広範に使用された PCP、
CNP、野菜の土壌病害防除に使用された PCNB には
製造工程での不純物としてダイオキシン類が含まれて
おり、製造業者に対して回収指示の措置がとられた。
日本の水田土壌中のダイオキシン類の95％以上は
PCPおよび CNP剤中の不純物由来と推定されている
（Seike et al. 2007a）。
　国際的な動向では、有機塩素系化合物による地球規
模の環境汚染が世界各地で指摘されている。化学物質
の中には、環境中で分解されにくく、地球上で長距離
を移動して人体の健康や生態系に悪影響を及ぼすもの
がある。このような物質による汚染の拡大を防止する
ためには、一国のみの取組では不十分であり、国際的
な強調のもとに廃絶・削減を行う必要がある。このよ
うなことから、「残留性有機汚染物質（Persistent 
Organic Pollutants 以降 POPs と表記）（United 
Nations Environment Programme 2001）に関するス
トックホルム条約（POPs 条約）」が採択され、2004
年５月に発効した。日本は POPs 条約加盟国であり、
POPs の製造・使用・輸出入の原則禁止、ダイオキシ
ン類等非意図的生成物質の排出削減、在庫・廃棄物質
の適正管理および処理、調査研究・モニタリング等の
実施などの対策が義務づけられている。
　POPs とは残留性有機汚染物質の略称で、残留性、
生物濃縮性、長距離移動性、高い毒性のすべてを有す
る物質と定義され、現在のところ22種類の物質（図
1-1）が規制対象となっている。日本では POPs のう
ちDDT、クロルデン、アルドリン、ディルドリン、エ
ンドリン、ヘプタクロルが1940-50年代に農薬として
登録され、有機塩素系殺虫剤として多くの農作物で用
いられた。アルドリン（1,2,3,4,10,10-hexachloro-1,4, 
4a,5,8,8a-hexahydro-1,4:5,8-dimethanonaphthalene）
やディルドリン（1,2,3,4,10,10-hexachloro-6,7-epoxy-
1,4,4a,5,6,7,8,8a-octahydro-endo,exo-1,4:5,8-
dimethanonaphthalene）（表1-1）は1971年に使用禁
止されるまで、卓越した殺虫効果を持っていることか

ら 土壌害虫の防除のため、農耕地土壌にて多くの農
作物を対象に用いられた（高野および石川 1957；正
木 1958；高野ら 1961；藤吉ら 1984；村上 1989）。日
本では製造されていないが、1958年～1972年までアル
ドリンが3,300ｔ、ディルドリンが683ｔ輸入された
（日本植防協会1958-1972）。環境中での高い残留性
（Nash and Woolson 1967）や作物への濃縮性が人体
へ の 潜 在 的 な 被 害 を 及 ぼ す（World Health 
Organization 1989）ことから、日本政府は1971年に
作物への使用を禁止し、1975年には農薬としての登録
が失効した。ドリン剤にはディルドリン、アルドリン
およびエンドリンの３種類がある。ドリン類の一日摂
取許容量（ADI）はディルドリンおよびアルドリンが
0.0001mg/㎏、エンドリンが0.0002mg/㎏であり、現
行の農薬と比べ低い値が設定されていることから現行
の農薬と比べ毒性も強いものと考えられる。ドリン剤
のうち、アルドリンは土壌中で比較的容易にディルド
リンへと酸化され（Barrie et al. 1992）、さらにディ
ルドリンは土壌中で極めて安定的な状態で存在してい
る（Ritter et al. 1998; Meijer et al. 2001）。このため、
ディルドリンは使用禁止後40年近くが経過した現在で
も、農耕地土壌にその多くが残留しており、農作物へ
の汚染が懸念されている。
　土壌中に高濃度のディルドリンが残留していた場
合、その土壌で栽培されたキュウリ果実からディルド
リンが高濃度で検出されることは1960年代にはすでに
指摘されていた（Lichtenstein and Schulz 1965; 
Lichtenstein et al . 1965）。日本でも1970年代にディ
ルドリンの吸収に関する研究が行われ（石本ら 
1973；佐々木 1973；末永 1973；永井 1973；山本ら 
1973；須田ら 1976；丸および加藤 1977）、キュウリ
（Curcumas sativa L.）やメロン（Curcumas melon 
L.）などのウリ科作物にはドリン類の残留量が多い
ことが指摘されていた（永井 1973；末永 1973；山本
ら 1973）。1990年以降、海外ではダイオキシン類の
ズッキーニ（Cucurbit pepo L.）による吸収が報告さ
れ（Hülster et al. 1994）、さらに、クロルデン（Mattina 
et al. 2000）、DDT（White 2001）などのズッキーニ
による吸収に関するの研究が行われている。
　キュウリが作付できるかどうかの判断は、今のとこ
ろ、土壌におけるディルドリン残留基準値が設定され
ていないことから、キュウリを栽培し、分析してみな
いと作付できるか判断することができない。このため、
1970年代に行われた高知・徳島の実態調査から［キュ
ウリ果実中濃度／土壌中濃度］が最高で約0.3, 平均
で0.13というデータをもとに、経験的に「キュウリ果
実の残留基準値（0.02ppm：mg/㎏生重）をクリアす
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図1-1　POPs 指定物質一覧（22物質）
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る土壌残留濃度の目安は0.06ppm（mg/㎏ - 乾土）以
下」とする指針が設けられた（四国地域技術連絡会議
　1973）。この値は近年までキュウリ作付の可否を判
断をするための土壌基準値として日本国内で広く用い
られてきた。しかしながら、この値は土壌の種類、炭
素含量等土壌の特性を考慮して決められていない判断
法であることから、日本の一部の地域ではキュウリに
おいて食品衛生法で定められた残留基準値を超える
ディルドリンが検出され、産地を揺るがす社会的な問
題となった（近藤ら 2003）。ウリ科作物は土壌から特
異的にディルドリンを吸収することから、早急な対策
としてキュウリから非ウリ科作物への作付転換が農作
物中のディルドリンの残留を回避するのに最も有効な
手段であると考えられている。しかしながら、日本の
一部の地域ではジャガイモ（Solanum tuberosum L.）
において食品衛生法で定められた残留基準値を超える
ディルドリンが検出されたことから、ウリ科作物だけ
でなく、非ウリ科作物で残留基準値が低く設定されて
いる農作物については、さらなる検討が必要であると

の指摘がされている（Saito et al. 2012）。また、キュ
ウリは露地栽培では比較的収益性の高い換金作物であ
ることから、生産者からはキュウリ果実へのディルド
リン残留を防ぐ新たな対策が求められている。このた
め、1970年代の研究では、堆肥などの有機物を投入す
ることによりディルドリンの吸収を抑制させる目的で
試験が行われた（中村1990）。しかしながら、投入さ
れた資材の種類や投入量が統一されておらず、効果が
判然としなかった。また、Hashimoto（2007）はキュ
ウリ栽培において活性炭を用い、ディルドリンの吸収
抑制効果を検証している。この結果、液状活性炭（大
塚化学、活性炭フロアブル、ヤシ殻活性炭20％）を１
㎡当たり１Ｌ投入すれば効果がみられたが、１㎡当た
りの価格が5000円以上となり、価格が高価であること
から露地キュウリ栽培では実用的でないことがわかっ
ている。Murano et al . （2009）はポット試験にて吸
着資材を施用し、カボチャ幼植物におけるヘプタクロ
ル吸収抑制効果を検証した。この結果、活性炭の施用
により、ヘプタクロルの吸収抑制効果がみられたが、

表1-1　ドリン剤に関する基本情報
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木炭などの炭化資材は効果がみられなかったと報告さ
れている。
　ディルドリンは1948年～1951年にかけてアメリカに
て、石油化学の副産物として得られたペンタジエンか
らディールス・アルダー反応によって合成された物質
で、自然界には全く存在しない人間が作り出したいわ
ば‘負の遺産’である。現行の農薬は薬効以外に、使
用後は環境中での分解のし易さが求められているが、
当時の農薬は、環境中での残留性よりも殺菌効果や殺
虫効果が求められていた。したがって、ドリン問題は
明らかな人災であるといえる。ドリン剤は長期残留性
が高く、選択吸収性が高いことが当時海外からのいく
つかの報告で明らかになっていた。しかし、これらの
報告に注意を払うこともなく、キュウリ生産農家に多
大な損害を与えた。多くの地域では長期にわたりディ
ルドリン残留問題による風評被害が発生することを懸
念し、ほとんどディルドリン対策を行わなかった。こ
のため、東京都、山形県、新潟県でキュウリ果実中
ディルドリンの残留問題が発生した際、早急に効果的
な対策が打ち出せなかった。この結果、キュウリを作
付けする際のほ場選定のガイドラインがディルドリン
では0.06mg/㎏から0.01mg/㎏に改正され、キュウリ
生産者は土壌のディルドリン分析費用を負担するとと
もに、ほ場の移転やキュウリ以外への作付転換、さら
には排土・客土をするに至っている。また、近年、食
の安心安全に関する国民の関心が高まっていることや
分析機器の精度はますます向上し、定量限界値が低く
なっている（Kobayashi et al. 1983）ことから、農作
物からディルドリンが検出される可能性が高まる危険
性が指摘されている。さらに、キュウリは福島県にお
ける基幹作物で、大規模な産地があることからディル
ドリン汚染地域を含む農地では今後もキュウリの作付
を継続しなければならない。
　これらのことを踏まえ、本研究では、土壌から農作
物へのディルドリン吸収移行・残留を回避する対策を
講じる必要性があることから農業の現場で使用できる
ディルドリン対策技術を提案する。この研究により、
ディルドリン汚染レベル0.06mg/㎏以下の低レベルほ
場で、キュウリ作付を可能にするとともに、0.06mg/
㎏を越える中～高レベルほ場ではディルドリン吸収抑
制技術を利用したキュウリの栽培や栽培可能な農作物
の選定が行えるよう対策を講じたい。

第２章　各種農作物のディルドリン吸収移
行特性の解明とディルドリン残留
ほ場における代替作物の選定

　土壌中のディルドリン残留が高濃度であるためキュ
ウリが作付できない場合、キュウリ以外の作物を選択
して栽培しなければならない。この場合、キュウリ以
外のどのような農作物でディルドリンの残留特性が高
く、ディルドリン残留ほ場にどのような農作物を代替
作物として作れば良いかという情報を、生産現場に提
供することが極めて重要である。
　ディルドリンはキュウリ、メロン、カボチャ（Cucurbita 
maxima）などのウリ科作物（Cucurbitaceae）でよく
吸収され、トマト（Solanum lycopersicum）、ナス
（Solanum melongena）などの非ウリ科作物ではほと
んど吸収されないことはすでに報告されている
（Otani et al. 2007）。一般的に、ディルドリンなどの
POPs 物質は水－オクタノール分配係数（Kow）値が
高く、log Kow＞４にも達する高い物性値を有してい
るため、土壌に強く吸着され、さらに根にも強く吸着
されることから茎葉・果実部にはほとんど移行しない
と考えられる。しかしながら、ウリ科作物に属する植
物に関しては根を介して土壌からディルドリンを吸収
し、茎葉・果実部に移行するため、この理論が成り立
たない。大谷ら（2008）はウリ科植物が茎葉部にディ
ルドリンを吸い上げるためには①土壌に強く吸着した
ディルドリンの脱着もしくは溶解と根による吸収、②
膜透過→シンプラスト→維管束への到達、③導管を経
由した茎葉部への輸送の３つの過程を経る必要がある
と報告している。このため、ウリ科植物と非ウリ科植
物の吸収メカニズムの違いを示す研究が進められてい
る。
　キュウリから非ウリ科作物への作付転換はほ場にお
ける早急な対策として農作物中のディルドリン残留を
回避するための最も有効な手段であると考えられてい
る（Saito et al. 2012）。このため、キュウリ生産者か
らは早急にディルドリン残留ほ場で栽培できるキュウ
リ代替作物の選定が求められている。
　第２章ではディルドリン残留ほ場にてキュウリ代替
作物の選定を行うため、試験ほ場における土壌中ディ
ルドリンの水平分布を調査するとともに、各種農作物
のディルドリン吸収移行特性を比較した。一部の農作
物については部位別のディルドリン残留特性を比較
し、各種野菜のディルドリン吸収・残留特性について
考察した。

5



福島県農業総合センター研究報告　第６号

2.1　各種農作物のディルドリン吸収特性

2.1.1　緒言
　ウリ科作物は土壌から特異的にディルドリンを吸収
することから、早急な対策としてキュウリから非ウリ
科作物への作付転換が、農作物中のディルドリン残留
を回避するための最も有効な手段であると考えられて
いる（Saito et al .2012）。しかしながら、日本の一部
地域ではジャガイモ（Solanum tuberosum. L）にお
いて食品衛生法で定められた残留基準値（＜
0.005mg/㎏ fw）を超えるディルドリンが検出され、
非ウリ科作物以外でも、残留基準値の低く設定された
農作物については、残留基準値を超過して検出される
可能性が指摘されている（Saito et al.2012）。このた
め、ディルドリン残留ほ場において、キュウリ以外の
どのような農作物でディルドリンの残留がみられ、ど
のような農作物を代替作物として作れば良いのかとい
う情報を現場に提供することが極めて重要である。こ
れらのことから、ディルドリン残留ほ場にてキュウリ
代替作物の選定を行うため、試験ほ場における土壌中
ディルドリンの水平分布を調査するとともに、各種農
作物のディルドリン吸収移行特性を比較した。

2.1.2　材料および方法
⑴　試験ほ場および供試植物、供試土壌
　試験ほ場の土壌は淡色黒ボク土であった。土壌分析
のため、作付前の各種野菜の株元から54プロットの土
壌（0-15㎝）を採取した。試験ほ場は1960年後半から
1970年代前半にホワイトアスパラガスが栽培されてい

たとき、害虫駆除のためにアルドリンが定期的に散布
されていたことを確認している。採取した土壌は２㎜
のふるいを通過し、分析試料とした。調製された土壌
はポット試験でも使用し、採取土壌のディルドリン濃
度は0.064～0.120mg/㎏であり、アルドリンは検出さ
れなかった。
　メロン、スイカ（Citrullus lanatu）、カボチャ
（Cucurbita maxima）、ズッキーニ（Cucurbita pepo 
L.）および キュウリ（Cucumis sativus L./Cucurbita 
moschata）の５種類のウリ科作物およびブロッコリー
（Brassica oleracea var. italica）、カリフラワー
（Brassica oleracea var. botrytis）、キャベツ（Brassica 
oleracea var. capitata）、水菜（Brassica campestris 
var. laciniifolia）、ダイコン（Raphanus sativus L. 
var. longipinnatus L.H.Bailey）、 ミ ツ バ

（Cryptotaenia japonica Hassk）、ニンジン（Daucus 
carota L.）、セロリ（Apium graveolens L. var. 
dulce）、レタス（Lactuca sativa L.）、ホウレンソウ
（Spinacia oleracea. L.）、サツマイモ（Ipomoea 
batatas L.）、アスパラガス（Asparagus.L.）、ジャ
ガイモの残留基準値の低い13種類の非ウリ科作物を
ディルドリン残留ほ場（324㎡）の2.0ｍ×0.8ｍ（1.6
㎡）のプロットで栽培した。供試農作物の栽植密度は
表2-1に示した。供試農作物の収穫部位は食品衛生法
で定められた可食部を用い、分析を行った。各プロッ
トに高度化成肥料（N-P2O5-K2O: 15-15-15）を施用
し、施肥量は福島県施肥基準（2006）または、それに
準じた値を基に算出した。

表2-1　ほ場試験による供試植物の栽培条件
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⑵　土壌および植物の分析
　１．土壌中のディルドリン抽出・精製法
　　10ｇの風乾土壌に10mLの蒸留水および150mLの
アセトンを加え、常温で30分浸とうした。濾紙
（No. 5B; Kiriyama Glass, Tokyo, Japan）で濾過
し た 抽 出 液 は Celite 545®（Kanto Kagaku, 
Tokyo, Japan）に通した。土壌抽出物はロータリー
エバポレーターにより40℃で20mL に濃縮した。濃
縮液はケイソウ土カラム（Chem Elut®; Varian, 
Palo Alto, CA, US）に流下させ、15分放置後、
120mLのn- ヘキサンで溶出した。溶出液の溶媒を
留去し、５mL のヘキサンに溶解した液を ENVI-
CARB/PSAカラム（Supelco, Bellefonte, PA, 
US）に流し、20mL のn- ヘキサンで溶出した。溶
出液の溶媒を留去し、１mL のn- ヘキサンで再溶
解したものを分析試料とした。
　２．植物体中のディルドリン抽出・精製法
　　植物体はよく粉砕し、生重で20ｇ採取し、150mL
のアセトンを加え、ホモジナイズした。濾紙（№
5B; Kiriyama Glass, Tokyo, Japan）で濾過された
抽出液はロータリーエバポレーターにより40℃で
20mL に濃縮した。濃縮液はケイソウ土カラム
（Chem Elut®; Varian, Palo Alto, CA, US）に流
し、15分放置後、120mLのn- ヘキサンで溶出した。
溶出液の溶媒を留去し、５mL のn- ヘキサンに溶
解した液を graphite carbon カラム（Supelco, 
Bellefonte, PA, US）および florisil カラム（５ｇ）
（Varian, Palo Alto, CA, US）に流し、50mLのn-
ヘキサン：ジエチルエーテル（85：15）溶液で溶出
した。溶出液の溶媒を留去し、１mL のn- ヘキサ
ンで再溶解したものを分析試料とした。

　　添加回収試験には、あらかじめ上記の方法で分析
し、ディルドリンが含まれていないことを確認した
土壌およびキュウリ磨砕液を使用した。乾土あたり
10ｇに相当する土壌および生重20ｇのキュウリ磨砕
液にディルドリン標準品0.2μ g/mL を２mL 添加
し、上記の方法で分析を行い、回収率を求めた。
　３．ディルドリンの分析および定量

　　ディルドリンの定量はキャピラリーカラム
（ENV-8MS, 30ｍ×0.25㎜ i.d. ×0.25μ m film 
thickness; Kanto Kagaku, Tokyo, Japan）を装着し
たGC/MS（HP6890-5975N; Agilent Technologies, 
Santa Clara, CA, US）で行った。土壌および植物体
の定量限界値はそれぞれ0.001mg/㎏ dw、0.001mg/
㎏ fw であった。なお、ディルドリン標準品の添加
試験による回収率は、土壌で87.9±5.3％、植物体
で83.2±3.2％であった。
　４．土壌の化学性
　　ほ場試験で用いられた土壌の化学性は表2-2に示
し、以下の方法は土壌環境分析法（博友社、1997）
で述べられている。土壌 pH は固液比１：2.5で測
定した。全炭素および全窒素量は乾式燃焼法で測定
した。アンモニウム態窒素および硝酸態窒素は２
mol/L 塩化カリウムで抽出後、オートアナライザー
（Bran+Luebbe AutoAnalyzer 3; BLTEC, Osaka, 
Japan）にて測定した。可給態リン酸はトルオーグ
法にて測定した。交換性カリウム、交換性カルシウ
ムおよび交換性マグネシウムや陽イオン交換容量
（CEC）はセミミクロSchollenberger法により抽出・
溶出させ、原子吸光光度計（AA280FS; Varian 
Technologies Japan Ltd. Tokyo, Japan）により測
定した。

2.1.3結果および考察
⑴　試験ほ場における土壌中ディルドリンの水平分布
　試験ほ場の土壌中ディルドリン濃度は0.064-
0.120mg/㎏ dw であったことから、試験ほ場は水平
方向に約２倍のディルドリン濃度の幅がみられた（表
2-3）。アルドリンやディルドリンが散布された後、30
年間以上も耕起し各種作物を栽培し続けたにもかかわ
らず、ほ場中ではディルドリンが均一に分布していな
かった。このほ場では、アスパラガスが栽培されたと
き、アルドリンやディルドリンが植え穴や畦状に部分
的に散布されたため、ディルドリン残留にばらつきが
でたものと考えられる。一方、山本ら（1974）は施用
直後のほ場では、まきむらがあるとしても、農薬は均

表2-2　試験ほ場における表層土壌の化学的特性

7



福島県農業総合センター研究報告　第６号

一に残留すると報告している。これは、山本らがドリ
ン剤を全面施用し、ほ場に均一に散布した条件で試験
したためと考えられる。Hashimoto（2005）はディル
ドリン残留ほ場では耕うんや深耕などの土壌撹拌によ
りディルドリン濃度にばらつきがでると報告してい
る。
⑵　各種農作物の可食部中ディルドリン濃度と BCF
（生物濃縮係数）
　ブロッコリー、カリフラワー、キャベツ、水菜、ミ
ツバ、セロリ、レタス、ホウレンソウ、サツマイモお

よびアスパラガスなど大部分の非ウリ科作物ではディ
ルドリンは検出されなかった（表2-3）。これに対し、
ニンジン、ダイコンおよびジャガイモの一部の非ウリ
科作物では僅かにディルドリンが検出された。ニンジ
ン、ダイコンおよびジャガイモのディルドリン濃度は
それぞれ0.012、0.004および0.002mg/㎏ fwであった。
一方、メロン、スイカ、カボチャ、ズッキーニおよび
キュウリ等のウリ科作物ではディルドリンが検出され
た。さらに、試験ほ場ではディルドリン濃度の水平分
布が不均一であったことから、正確に各種農作物によ

表2-3　各種農作物および土壌中のディルドリン濃度

表2-4　各種農作物の残留基準値およびBCFs、TOFs
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るディルドリン吸収能を評価するため、BCF（生物
濃縮係数：植物中ディルドリン濃度／土壌中ディルド
リン濃度）（White et al . 2003, 2005）を指標として
用いた（表2-4）。非ウリ科作物の BCF はダイコンが
0.12、ニンジンが0.06およびジャガイモが0.02であっ
た。一方、ウリ科作物はスイカが最も低く0.02、次い
でメロンが0.17であった。それ以外のウリ科作物は
ズッキーニが0.26、キュウリが0.26、カボチャが0.43
であった。スイカを除くウリ科作物の BCF は非ウリ
科作物の BCF より高く、カボチャ、ズッキーニおよ
びキュウリの BCF はメロンやスイカの BCF より高
かった。山本ら（1973）は可食部が地下部にあるもの
はディルドリンが検出されやすいと報告している。
Otani et al.（2007）の報告ではウリ科作物だけが特
異的に吸収すると報告しているが、本研究ではウリ科
作物のスイカと比べると非ウリ科作物のジャガイモや
ダイコンの BCF の方が高かった。非ウリ科作物で
ディルドリンの残留が見られた作物はいも類や根菜類
など可食部が土壌と接する農作物であることから可食
部の皮に土壌が付着した可能性も考えられる。このた

め、ウリ科作物および非ウリ科作物で可食部が土壌と
接する作物でディルドリン残留特性を明らかにする必
要がある。

2.1.4　要約
　試験ほ場における土壌中ディルドリン濃度のばらつ
きは２倍程度であった。このため、正確に各種農作物
によるディルドリン吸収能を評価するため BCF（生
物濃縮係数：植物中ディルドリン濃度／土壌中ディル
ドリン濃度）を指標として用い、各種農作物のディル
ドリン吸収能の比較を行った。この結果、大部分の非
ウリ科作物ではディルドリンの残留がみられなかった
が、ニンジン、ダイコン、ジャガイモなど一部の非ウ
リ科作物やウリ科作物でディルドリンの残留がみられ
た。非ウリ科作物でディルドリンの残留が見られた作
物はいも類や根菜類など可食部が土壌と接する農作物
であることから可食部の皮にディルドリンが付着した
可能性も考えられる。このため、ウリ科作物および非
ウリ科作物で可食部が土壌と接する作物でディルドリ
ン残留特性を解明する必要がある。

※　　エラーバーは標準誤差を示す（ｎ＝４）
※※　Tukey の多重検定法により、試験区内の同符号間に５％

水準で有意差なし

図2-1　キュウリの部位別ディルドリン濃度

※　　エラーバーは標準誤差を示す（ｎ＝４）
※※　Tukey の多重検定法により、試験区内の同符号間に５％

水準で有意差なし

図2-3　カボチャの部位別ディルドリン濃度

※　　エラーバーは標準誤差を示す（ｎ＝４）
※※　Tukey の多重検定法により、試験区内の同符号間に５％

水準で有意差なし

図2-2　ズッキーニの部位別ディルドリン濃度
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2.2　各種農作物におけるディルドリン吸収
移行特性の解明およびキュウリ代替作
物の選定

2.2.1　緒言
　2.1ではウリ科作物および非ウリ科作物のいずれで
もディルドリンの残留が認められた。山本ら（1973）
は非ウリ科作物でも可食部が地下部のものはディルド
リンが検出されやすいと報告している。可食部全体の
分析だけではディルドリンが吸収されたのかあるいは
付着していたのかを判別できない。このため、キュウ
リ、ズッキーニ、カボチャのウリ科作物および非ウリ
科作物で可食部が土壌と接する作物であるニンジン、
ダイコンおよびジャガイモがディルドリンを吸収して
いるかどうかを調べるため、それぞれの部位別ディル
ドリン残留特性を比較し、各種農作物のディルドリン
移行特性について考察した。さらに、この試験の結果
から、実用的で食品衛生法で定められた残留基準値を
考慮したキュウリ代替作物を選抜する。

2.2.2　材料および方法
⑴　各種農作物の部位別ディルドリン濃度
　ウリ科作物のキュウリ、ズッキーニおよびカボチャ
は可食部の果実と非可食部の茎葉に分別した。さらに、
キュウリおよびズッキーニの果実は９部位（果皮、果
肉、胎座部のそれぞれ果頂部、中央部、果柄部）、カ
ボチャの可食部は４部位（果皮、果肉の果頂部、果柄
部および胎座部）に分け（菅野ら 1978）、ディルドリ
ンの分析を行った。非ウリ科作物はジャガイモでは可
食部の茎と非可食部の茎葉部、ニンジンでは可食部の
根部と非可食部の茎葉部、ダイコンでは可食部の根部、
非可食部の茎葉部を分析した。ニンジンの可食部は４
部位（表皮、外部肉部、内部肉部、中心部）、ダイコ
ンおよびジャガイモの可食部は３部位（表皮、外部肉
部、内部肉部）に分け、ディルドリンの分析を行った。
表皮は土壌の影響が完全に排除できるよう洗浄し、分
別した。
⑵　各植物の部位別ディルドリン抽出・精製法
　2.1.2のディルドリン抽出・精製法と同様の方法で
行った。

※　　エラーバーは標準誤差を示す（ｎ＝３）
※※　Tukey の多重検定法により、試験区内の同符号間に５％

水準で有意差なし

図2-4　ニンジンの部位別ディルドリン濃度

※　　エラーバーは標準誤差を示す（ｎ＝３）
※※　Tukey の多重検定法により、試験区内の同符号間に５％

水準で有意差なし

図2-5　ダイコンの部位別ディルドリン濃度

※　　エラーバーは標準誤差を示す（ｎ＝３）
※※　Tukey の多重検定法により、試験区内の同符号間に５％

水準で有意差なし

図2-6　ジャガイモの部位別ディルドリン濃度
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2.2.3　結果
⑴　各種農作物の部位別ディルドリン濃度
　キュウリ、ズッキーニおよびカボチャのウリ科作物
は各部位ともディルドリンが残留していた（図2-1～
図2-3）。
　キュウリにおける果皮の果頂部、中央部および果柄
部のディルドリン濃度はそれぞれ0.049、0.049および
0.039mg/㎏ fw で、ほぼ均一に分布していた。キュ
ウリにおける果肉の果頂部、中央部および果柄部の
ディルドリン濃度はそれぞれ0.025、0.025および
0.022mg/㎏ fw で、ほぼ均一に分布していた。胎座
部の果頂部、中央部および果柄部はそれぞれ0.027、
0.027および0.026mg/㎏ fw で、果皮、果肉と同様に
ほぼ均一に分布していた。葉部は0.011mg/㎏ fw で
あった。キュウリ果実の果皮は果肉や胎座部と比べ
ディルドリン濃度が高かった。
　ズッキーニにおける果皮の果頂部、中央部および果
柄部のディルドリン濃度はそれぞれ0.056、0.061およ
び0.059mg/㎏ fw で、ほぼ均一に分布していた。ズッ
キーニにおける果肉の果頂部、中央部および果柄部の
ディルドリン濃度はそれぞれ0.026、0.029および
0.028mg/㎏ fw で、ほぼ均一に分布していた。胎座
部の果頂部、中央部および果柄部はそれぞれ0.042、
0.041および0.037mg/㎏ fw で、ほぼ均一に分布して
いた。葉部では0.031mg/㎏ fw であった。ズッキー
ニ果実の果皮や胎座部は果肉と比べディルドリン濃度
が高かった。
　カボチャにおける果皮、果肉の果頂部、果柄部およ
び胎座部のディルドリン濃度はそれぞれ0.061、0.034、
0.038および0.059mg/㎏ fw、葉部では0.024mg/㎏ 
fw であった。カボチャにおける果皮および胎座部は
果肉よりもディルドリン濃度が高かった。
　一方、ジャガイモ、ダイコン、ニンジンなどの非ウ
リ科作物は表皮や外部肉部でディルドリンが検出され
たが、内部肉部、中心部および茎葉部では検出されな
かった（図2-4～図2-6）。ニンジンにおける表皮およ
び外部肉部のディルドリン濃度はそれぞれ0.0510、
0.0025mg/㎏ fw であった。ダイコンにおける表皮お
よび外部肉部のディルドリン濃度はそれぞれ0.00097、
0.0002mg/㎏ fw であった。ジャガイモにおける表皮
および外部肉部のディルドリン濃度はそれぞれ、
0.0045、0.0006mg/㎏ fw であった。

2.2.4　考察
　Otani et al . （2007）の報告ではウリ科作物だけが
特異的にディルドリンを吸収すると報告しているが、
山本ら（1973）は可食部が土壌と接する作物であるニ

ンジン、ダイコンおよびジャガイモでディルドリンが
残留することを報告している。このため、ウリ科作物
および非ウリ科作物で可食部が土壌と接する作物であ
るニンジン、ダイコンおよびジャガイモが、ディルド
リンを吸収しているかどうかを調べるため、それぞれ
可食部と非可食部のディルドリン濃度を調べた。この
結果、ウリ科作物であるキュウリ、ズッキーニおよび
カボチャでは可食部だけではなく、土壌と接していな
い非可食部である葉でもディルドリンが検出された。
一方、非ウリ科作物であるニンジン、ダイコンおよび
ジャガイモは、可食部ではウリ科作物ほどではないが
ディルドリンの残留が見られた。しかし、土壌と接し
ていない茎葉部ではディルドリンの吸収は見られな
かった。このことから、ウリ科作物はディルドリンを
根から吸収し、非ウリ科作物はディルドリンを根から
吸収していないことが示唆された。さらに、非ウリ科
作物でディルドリンが検出されたのは、可食部の表皮
に土壌が付着していたため、検出されたのではないか
と推測した。これらのことを明らかにするため、ウリ
科作物および非ウリ科作物で可食部が土壌と接する作
物の部位別ディルドリン濃度分布を比較した。キュウ
リ、ズッキーニおよびカボチャでは果皮、果肉、胎座
部のいずれでもディルドリンの残留が見られた。キュ
ウリでは果実の果頂部、中央部、果柄部で濃度のばら
つきは見られなかった。果皮が最も高く、果肉が最も
低かった。ズッキーニやカボチャでも同様に果皮が最
も高く、果肉が最も低い傾向がみられた。ディルドリ
ンは油に溶けやすい性質を持っているため、ワックス
成分を含んだ果皮や種子のある胎座部が高いのではな
いかと推測している。一方、ニンジン、ダイコンおよ
びジャガイモでは表皮が最もディルドリン濃度が高
く、内部肉部や中心部ではディルドリンの吸収は見ら
れなかった。このことから、ウリ科作物はディルドリ
ンを根から吸収し、非ウリ科作物はディルドリンを根
から吸収していないことがわかり、非ウリ科作物で
ディルドリンが検出されたのは、可食部の表皮に土壌
が付着したため検出されたと推測される。
　また、食品衛生法では各作物ごとにディルドリンの
残留基準値が設定されているため、ディルドリン濃度
が高くても残留基準値が高ければ、基準値超過のリス
クは少ないが、分析値が低くても残留基準値が低けれ
ば基準値超過のリスクが高まる。このため、食品衛生
法で定められた基準値が低い作物ではウリ科作物以外
でもディルドリン濃度が基準値を超える可能性があ
る。それゆえ、各種野菜におけるディルドリンの基準
値超過リスクを評価する指標として、TOF（Tolerance 
limit over factor: BCF/ 各種野菜の残留基準値）を提
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案する（表2-4）。この指標を用いると、BCF はウリ
科ではキュウリ、ズッキーニ、カボチャで高いが、
TOF は残留基準値の低いキュウリが高く、残留基準
値の高いズッキーニやカボチャが低い値を示した。一
方、非ウリ科では可食部が土壌と接するニンジン、ダ
イコンおよびジャガイモでは BCF が低く、残留基準
値が低いことから TOF はズッキーニやカボチャと同
等の値となった。これらのことから、ディルドリン残
留ほ場におけるキュウリ代替作物として、他のウリ科
作物および残留基準値が低く、可食部が土壌と接する
根菜類やイモ類は、TOF が高いことから、栽培は避
けるのが適切であると提案する。

2.2.5　要約
　ウリ科作物はディルドリンを根から吸収し、非ウリ
科作物はディルドリンを根から吸収していないことが
わかった。非ウリ科作物でディルドリンが検出された
のは、吸収されたのではなく、可食部の表皮に土壌が
付着したため検出されたと考えられる。
　各種野菜におけるディルドリンの基準値超過リスク
を評価する指標として、TOF（Tolerance limit over 
factor: BCF/ 各種野菜の残留基準値）を提案する。
この値から判断すると、ディルドリン残留ほ場におけ
るキュウリ代替作物として、他のウリ科作物、および
残留基準値が低く可食部が土壌と接する根菜類やイモ
類などの栽培は避けるのが適切であることを提案す
る。

第３章　高吸収植物によるディルドリンの
ファイトレメディエーション技術
の開発

　第２章で述べたようにディルドリン残留ほ場で代替
作物や低吸収品種を導入しても依然として土壌中に
ディルドリンが残留するため、根本的な解決策にはな
らない。このため、ほ場からディルドリンを除去する
こと（除染）が求められる。ほ場からディルドリンを
除去する技術として最も効果的な除染技術は排土・客
土である。ディルドリン残留土壌をほ場外に持ち出し
てしまえば、キュウリにおけるディルドリン吸収の可
能性はほとんどゼロに近くなる。実際に10ａのほ場を
深さ１ｍ排土・客土してキュウリを生産している生産
者も存在するが、排土・客土は労力やコストがかかる
ことからキュウリを生産するだけでは経済的に見合わ
ない。このため、微生物を用いたバイオレメディエー
ションや植物を用いたファイトレメディエーション技
術が期待される。バイオレメディエーションは微生物
を用い、ほ場内のディルドリンを分解する技術であり、
すでにディルドリン分解能を有する糸状菌の単離・同
定（Kataoka et al. 2010）されているが、実用化には
至っていない。一方、植物を利用して土壌中から有害
物質を吸収浄化するファイトレメディエーションは、
水田土壌中に存在するカドミウムの研究では高吸収水
稲品種や高吸収植物を用いる方法が実用化技術として
期待されている（Murakami et al. 2009; Ibaraki et 
al. 2009）。
　土壌残留ディルドリンの吸収に関して、ウリ科植物
が普遍的に高い吸収能を持ち、他科にはない特異的な
メカニズムの存在が示唆されている（Lichtenstein et 
al.1965, Otani et al. 2007, 永井1973）。このため、ディ
ルドリンに関して、ウリ科植物以外はファイトレメ
ディエーション植物としてはほとんど効果がないもの
と考えられる。ウリ科植物はイネ科植物と比べ、粗放
的な栽培がしにくいことからファイトレメディエー
ション植物として最適とはいえないが、現時点では土
壌中からのディルドリン吸収量を考慮すると、ウリ科
植物から選択せざるをえない。1990年代以降、ダイオ
キシン類のズッキーニによる吸収が報告され（Hülster 
et al. 1994）、さらにクロルデン（Mattina et al. 
2000）、DDT（White 2001）、PAHs（Parrish et al. 
2006）などズッキーニによる吸収に関する研究が行わ
れている。Otani et al. （2007）はウリ科植物の中で
もズッキーニが最も土壌中のディルドリン吸収量が高
いと報告している。
　これらのことから、第３章ではズッキーニをディル
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ドリンのファイトレメディエーション植物として実用
化するため、高吸収品種の検索およびディルドリン吸
収に最適なズッキーニの施肥法、栽植密度、栽培時期・
期間の検討を行い、この結果を基に試験ほ場における
ズッキーニのディルドリンのファイトレメディエー
ション効果を検証した。

3.1　ズッキーニ幼植物の品種間ディルドリ
ン吸収除去能の比較

3.1.1　緒言
　ウリ科植物がディルドリンを特異的に吸収し、特に
ズッキーニの吸収能が最も高いことはすでに報告され
ているが、ズッキーニのディルドリン吸収能の品種間
差については検討が行われていない。Otani et al. 
（2007）が報告したように、キュウリ台木のディルド
リン吸収能に品種間差があることから、ズッキーニの
ディルドリン吸収能についても品種間差を確認する必
要がある。このため、ズッキーニによるファイトレメ
ディエーション効果を検証するため、まず始めにズッ
キーニ幼植物を用いたディルドリン吸収能の品種間差
の検討を行った。

3.1.2　材料および方法
⑴　幼植物の栽培および試料調製
　パーライトにズッキーニを10品種（‘ブラックトス
カ’、‘Raven’、‘Gold Rush’、‘Costata Rom’、‘Zephyr’、
‘Patty Green’、‘ゴールドトスカ’、‘グリーントスカ’、
‘オーラム’、‘ダイナー’）播種し、７日間育苗した。
土壌270ｇをプラスチックポット（400mL）に詰め、
硫酸アンモニウム（窒素成分当たり）0.5g、過リン酸
石灰（リン成分当たり）0.22ｇ、塩化加里（カリウム
成分当たり）0.42ｇを施肥し、十分に混和した。育苗
したズッキーニを定植し、21日間栽培した。使用した
土壌は褐色低地土で、農耕地の表層（0-15㎝）から採
取した。採取された土壌は風乾後、２㎜の篩を通し
た。ディルドリンの濃度は0.594mg/㎏ dw であった
が、アルドリンは検出されなかった。ポット試験は自
然光の条件下で（独）農業環境技術研究所のガラス温
室で、１品種当たり３反復で行った。その後、植物体
を採取し、水分含量測定用とディルドリン分析用試料
に分け、水分含量用の試料は70℃で乾燥させ測定し
た。ディルドリン分析用試料はアセトン添加後、ホモ
ジナイザーにて粉砕し、100mL に定容し、５℃の冷
蔵庫にて保管した。
⑵　ズッキーニ幼植物のディルドリン抽出・精製法
　2.1.2のディルドリン抽出・精製法と同様の方法で
行った。

3.1.3　結果および考察
　10品種のズッキーニ幼植物によるディルドリン吸収
除去能の比較を行った。ズッキーニ幼殖物の生育量は
茎葉部が266-322g fw/pot、根部が20.9-31.2g fw/pot
であった（図3-1）。
　‘ブラックトスカ’を含む８品種の茎葉部中ディル
ドリン濃度は0.591-0.723mg/㎏ dw であった（図
3-2）。これに対し、‘Zephyr’の茎葉中ディルドリン
濃度は0.475mg/㎏ dwと比較的低く、‘Patty Green’
は0.033mg/㎏ dw と特異的に低い値を示した。根部
中ディルドリン濃度は‘Patty Green’を除く９品種
では0.769-1.70mg/㎏ dwであった（図3-3）。一方、’
Patty Green’の根部中ディルドリン濃度は3.15mg/
㎏ dw と高い傾向がみられた。‘ブラックトスカ’を
含む８品種の茎葉部中ディルドリン含量は16.7-22.2
μ g/pot であった（図3-4）。一方、‘Zephyr’の茎葉
中ディルドリン含量は14.6μ g/pot で、‘Patty Green’
は0.90μ g/pot と特異的に低い値を示した。‘Patty 
Green’を除く９品種は根部より茎葉部のディルドリ
ン含量が高いことから、根部で吸収したディルドリン
の大部分を茎葉部に分配しているものと思われる。
Murano et al. （2010）は根から茎葉へのディルドリ
ンの移行は導管液中の疎水性有機物質が関与している
と報告している。一方、‘Patty Green’は根部のディ
ルドリン濃度が高く、茎葉部でディルドリンがほとん
どみられないことから、ディルドリンの吸収移行のメ
カニズムは他の９品種と異なるものと考えられる。
‘Patty Green’のような異なる吸収移行メカニズムを
持ったズッキーニはファイトレメディエーション植物
としては効果が期待できない。ディルドリンのファイ
トレメディエーションで利用するズッキーニは８品種
とも吸収除去能に大差ないことから、種子が確保しや
すい‘ブラックトスカ’をファイトレメディエーショ
ン植物として選抜することとした。

3.1.4　要約
　ズッキーニ幼植物を用い、ディルドリン吸収能の品
種間差の検討を行った結果、‘Zephyr’および‘Patty 
Green’は他の８品種と比べ、茎葉中ディルドリン濃
度が低いことが明らかになった。さらに、‘Patty 
Green’の根部中ディルドリン濃度は高い傾向がみら
れた。‘Patty Green’はキュウリ台木の低吸収品種と
しての可能性が示唆された。一方、他の８品種はディ
ルドリン吸収能にほとんど差がないことから‘ブラッ
クトスカ’をファイトレメディエーション植物として
選抜した。
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3.2　ディルドリン吸収除去に最適なズッキー
ニの施肥法の検討

3.2.1　緒言
　食用作物としてのズッキーニの栽培法はすでに確立
されているが、ディルドリンを吸収除去するファイト
レメディエーション植物としての栽培法についてはこ
れまでほとんど検討されていない。ファイトレメディ
エーション植物として利用する場合、生育量を増や
し、ディルドリンの濃度をより高めることが求められ
る。これらのことから、最も効率的にディルドリンを
吸収するズッキーニの施肥法について検討を行った。

3.2.2　材料および方法
⑴　栽培方法
　育苗培土（スーパー子床Ｈ品®）200ｇをプラスチッ
クポット（400mL）に詰め、ズッキーニ（品種：‘ブラッ
クトスカ’）を播種し、21日間育苗した。ズッキーニ
の栽培には淡色黒ボク土（ディルドリン濃度：
0.119mg/㎏）を30㎝充填したライシメーター（2.25

㎡：1.5ｍ×1.5ｍ）を用い、30㎏ N には硫安321ｇ、
60㎏ N には硫安642ｇ、30㎏ N+ ケイ酸カルシウム：
硫安321ｇ、ケイ酸カルシウム300ｇを施用し、十分に
混和した。
　育苗したズッキーニは、耕起したライシメーターに
定植し、90日間栽培した。その後、植物体を採取し、
水分含量測定用とディルドリン分析用試料に分け、水
分含量用の試料は70℃で乾燥し測定した。ディルドリ
ン分析用試料はアセトン添加後、ホモジナイザーにて
粉砕し、100mL に定容し、５℃の冷蔵庫にて保管し、
分析に供した。
⑵　ズッキーニのディルドリン抽出・精製法
　2.1.2の植物体のディルドリン抽出・精製法と同様
の方法で行った。

3.2.3　結果および考察
　ズッキーニの生育量は30㎏ N＜30㎏ N+ケイ酸カル
シウム＜60㎏ Nの順に高い傾向がみられた（図3-5）。
部位別にみると30㎏ Nでは果実、葉、茎、根でそれ
ぞれ10.0、3.90、0.96、0.12㎏ /㎡、60㎏ Nでは果実、

図3-1　ズッキーニ幼植物の部位別生育量の比較

図3-3　ズッキーニ幼植物の根部中ディルドリン濃度
の比較

図3-4　ズッキーニ幼植物の茎葉部・根部中ディルド
リン吸収量の比較

図3-2　ズッキーニ幼植物の茎葉部中ディルドリン濃
度の比較

品種

品種 品種

品種
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施肥肥料
※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）

施肥肥料
※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）

施肥肥料
※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）

葉、茎、根でそれぞれ10.0、5.65、1.32、0.16㎏ /㎡、
30㎏ N+ ケイ酸カルシウムでは果実、葉、茎、根でそ
れぞれ11.1、3.99、1.13、0.12㎏ /㎡であり、いずれ
の区でも根＜茎＜葉＜果実の順に増加した。60㎏ Nは
30㎏ Nと比べ、葉および茎の生育量が増加し、30㎏
N+ ケイ酸カルシウムは30㎏ Nと比べ、果実の生育量
が増加する傾向がみられた。また、全体の生育量は30
㎏ N、60㎏ N、30㎏ N＋ケイ酸カルシウムでそれぞれ
15.0、17.2、16.4㎏ /㎡であった。ケイ酸カルシウム
はそれ自身生育量を増加させる資材ではないが、茎葉
のケイ酸含量を高めることにより、茎葉を丈夫にさせ、
病害虫への抵抗性が増すことが一般的に知られている。
　部位別ディルドリン濃度は30㎏Nでは果実、葉、茎、
根でそれぞれ0.028、0.020、0.050、0.15mg/㎏、60
㎏ N では果実、葉、茎、根でそれぞれ0.038、0.040、
0.070、0.19mg/㎏、30㎏ N+ ケイ酸カルシウムでは
果実、葉、茎、根でそれぞれ0.024、0.020、0.079、
0.19mg/㎏であり、葉＝果実＜茎＜根の順に高い傾向

がみられた（図3-6）。また、処理区間にディルドリン
濃度の差はみられなかった。
　ズッキーニの生育量とディルドリン濃度から土壌か
らのディルドリン吸収量を算出した（図3-7）。部位別
にみると30㎏ N では果実、葉、茎、根でそれぞれ258、
65、48、18μ g/㎡、60㎏ N では果実、葉、茎、根で
それぞれ364、134、83、29μ g/㎡、30㎏ N+ ケイ酸カ
ルシウムでは果実、葉、茎、根でそれぞれ268、72、
106、26μ g/㎡であり、根＜茎≦葉＜果実の順に高い
傾向がみられた。全体のディルドリン吸収量は30㎏
N、60㎏ N、30㎏ N ＋ケイ酸カルシウムでそれぞれ
389、610、472μ g/㎡であり60㎏ N が30㎏ N および
30㎏ N＋ケイ酸カルシウムより多かった。これらの結
果から、より効率的にディルドリンの吸収除去効果を
高めるためには生育量を増加させる施肥法を確立させ
る必要があることがわかった。

図3-5　硫安およびケイ酸カルシウム施用下における
ズッキーニの部位別生育量の比較

図3-6　硫安およびケイ酸カルシウム施用下における
ズッキーニの部位別ディルドリン濃度の比較

図3-7　硫安およびケイ酸カルシウム施用下における
ズッキーニによるディルドリン吸収量の比較
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3.2.4　要約
　最も効率的にディルドリンを吸収するズッキーニの
施肥法について検討を行った。ズッキーニによる土壌
からのディルドリン吸収量はズッキーニの生育量に依
存することから、より効率的にディルドリンの吸収除
去効果を高めるためには生育量を増加させる施肥法を
確立させる必要があることがわかった。

3.3　ディルドリン吸収除去に最適なズッ
キーニの栽培条件の検討

3.3.1　緒言
　3.2ではディルドリンの吸収除去に最適なズッキー
ニの施肥条件について検討したが、最も効果的にディ
ルドリン吸収除去のできる栽培条件（栽培時期、栽培
期間、栽植密度）について検討する必要がある。一般
的に露地栽培における植物の栽培条件は地域の気候や
気象条件により様々である。このため、この地域にお
けるウリ科植物の定植時期をもとにディルドリン吸収
量を高めるために最も効率的なズッキーニの栽植密
度、栽培期間および定植時期等の栽培条件について検
討した。

3.3.2　材料および方法
⑴　栽培方法
　育苗培土（スーパー子床Ｈ品®）200ｇをプラスチッ
クポット（400mL）に詰め、ズッキーニ（品種：‘ブラッ
クトスカ’）を播種し、21日間育苗した。ズッキーニ
の栽培期間、栽培時期および栽植密度は表3-1および
表3-2に示した。1.6㎡（2.0ｍ×0.8ｍ）の各プロット
に640ｇの高度化成肥料（N‒P2O5‒K2O: 15‒15‒15）を
施用し、十分に混和した。

　育苗したズッキーニは各プロットに定植し、栽培し
た。その後、１週間に１回程度ズッキーニの果実を収
穫し、茎葉部および根部は所定の日数で採取した。収
穫した試料は水分含量測定用とディルドリン分析用試
料に分け、水分含量用の試料は70℃で乾燥させ、測定
した。ディルドリン分析用試料はアセトン添加後、ホ
モジナイザーにて粉砕し、100mL に定容し、５℃の
冷蔵庫にて保管した。
⑵　ズッキーニのディルドリン抽出・精製法
　2.1.2の植物体のディルドリン抽出・精製法と同様
の方法で行った。

3.3.3　結果および考察
⑴　栽植密度と栽培期間
　栽植密度が1.25株 /㎡の場合、ズッキーニの部位別
生育量は30d（栽培日数：30日、栽培時期：７月下旬
～８月下旬）の葉、茎、果実、根でそれぞれ0.131、
0.013、0.063、0.002㎏ dw/㎡、60d（栽培日数：60日、
栽培時期：６月下旬～８月下旬）の葉、茎、果実、根
でそれぞれ0.698、0.130、0.592、0.011㎏ dw/㎡、
90d（栽培日数：90日、栽培時期：５月下旬～８月下旬）
の葉、茎、果実、根でそれぞれ0.718、0.118、0.898、
0.009㎏ dw/㎡であった。ズッキーニの部位別生育量
は3.2のライシメーター試験と同様に根＜茎＜果実≦
葉の順に増加した。ズッキーニの全生育量は30d、
60d、90d でそれぞれ0.21、1.43、1.74㎏ dw/㎡であり、
栽培期間が長いほど生育量が増加した（表3-1，図
3-8）。
　30d、60d および90d の部位別ディルドリン濃度は
30d の葉、茎、果実、根ではそれぞれ0.357、1.27、
0.965、1.13mg/㎏ dw、60d の葉、茎、果実、根では
それぞれ0.388、1.34、0.754、2.21mg/㎏ dw、90d

表3-1　ズッキーニの栽植密度および栽培期間 表3-2　ズッキーニの栽植密度および栽培時期

16



農地に残留するディルドリンに関する研究

の葉、茎、果実、根ではそれぞれ0.316、1.44、0.714、
1.96mg/㎏ dwであった（図3-9）。ズッキーニの部位
別ディルドリン濃度は3.2のライシメーター試験（図
3-6）と同様に概ね葉＜果実＜茎≦根の順に濃かった。
　30d、60d および90d の部位別ディルドリン吸収量
は30d では葉、茎、果実、根でそれぞれ0.046、0.016、
0.061、0.003mg/㎡、60d では葉、茎、果実、根でそ
れぞれ0.268、0.166、0.441、0.024mg/㎡、90d では葉、
茎、果実、根でそれぞれ0.223、0.177、0.639、0.018mg/
㎡であった。30d、60d および90d のディルドリン全
吸収量はそれぞれ0.126、0.521、1.06mg/㎡であった
（図3-10）。栽培期間が長いほど生育量が増え、それに
伴いディルドリン吸収量も増加する傾向がみられた。
　栽植密度が２倍の2.5株 /㎡の場合、ズッキーニの
部位別生育量は30d の葉、茎、果実、根でそれぞれ
0.174、0.015、0.064、0.003㎏ dw/㎡、60d の葉、茎、
果実、根でそれぞれ0.870、0.167、0.640、0.015㎏ 
dw/㎡、90d の葉、茎、果実、根でそれぞれ1.019、
0.160、1.113、0.011㎏ dw/㎡であった。ズッキーニ
の部位別生育量は根＜茎＜果実≦葉の順に増加した。
ズッキーニの全生育量は30d、60d および90d でそれ
ぞれ0.26、1.69、2.30㎏ dw/㎡であった（図3-8）。
栽植密度が密植になるほどズッキーニの生育量が増え
る傾向がみられた。しかしながら、栽植密度が２倍に
なっても生育量は1.2～1.3倍程度にしか増加しなかっ
た。
　栽植密度を２倍の2.5株 /㎡にした場合、30d、60d
および90d の部位別ディルドリン濃度は30d の葉、茎、
果実、根ではそれぞれ0.229、1.46、0.979、1.64mg/
㎏ dw、60d の葉、茎、果実、根ではそれぞれ0.477、
1.20、0.780、1.80mg/㎏ dw、90d の葉、茎、果実、
根ではそれぞれ0.355、1.09、0.759、1.98mg/㎏ dw
であった（図3-9）。ズッキーニの部位別ディルドリン
濃度は概ね葉＜果実＜茎≦根の順に濃かった。栽植密
度が密植になってもズッキーニのディルドリン濃度の
違いはみられなかった。
　栽植密度を２倍の2.5株 /㎡にした場合、部位別ディ
ルドリン吸収量は30d では葉、茎、果実、根でそれぞ
れ0.040、0.022、0.063、0.004mg/㎡、60d では葉、茎、
果実、根でそれぞれ0.394、0.198、0.498、0.027mg/
㎡、90d では葉、茎、果実、根でそれぞれ0.363、0.178、
0.852、0.023mg/㎡であった。30d、60d および90d
のディルドリン全吸収量はそれぞれ0.129、1.12、
1.42mg/㎡であった（図3-10）。栽培期間が長いほど
生育量が増え、それに伴いディルドリン吸収量も増加
した。しかしながら、栽植密度が２倍になってもズッ
キーニの吸収量は1.0～1.3倍で、増加傾向は判然とし

なかった。これらのことから栽培期間は長いほどディ
ルドリン吸収量は増加するが、栽植密度を増やしても
効果的なディルドリンの吸収量増加には結びつかな
かった。
⑵　栽植密度と栽培時期
　栽植密度が1.25株 /㎡の場合、ズッキーニの部位別
生育量は60d ①（栽培日数：60日、栽培時期：５月下
旬～７月下旬）の葉、茎、果実、根でそれぞれ0.432、
0.055、0.398、0.005㎏ dw/㎡、60d ②（栽培日数：
60日、栽培時期：６月下旬～８月下旬）の葉、茎、果
実、 根 で そ れ ぞ れ0.698、0.130、0.592、0.011 ㎏ 
dw/㎡、60d ③（栽培日数：60日、栽培時期：７月下
旬～９月下旬）の葉、茎、果実、根でそれぞれ0.284、
0.059、0.161、0.004㎏ dw/㎡であった。ズッキーニ
の部位別生育量は根＜茎＜果実≦葉の順に多かった。
60d ①、60d ②、60d ③のズッキーニの全生育量はそ
れ ぞ れ1.43、0.89、0.51 ㎏ dw/ ㎡ で あ っ た（ 図
3-11）。栽培期間が現地慣行の露地キュウリ栽培時期
（５月下旬定植）に近いほど生育量が増加した。
　60d ①、60d ②、60d ③の部位別ディルドリン濃度
は60d ①の葉、茎、果実、根ではそれぞれ0.264、1.78、
0.804、2.29mg/㎏ dw、60d ②の葉、茎、果実、根で
は そ れ ぞ れ0.388、1.34、0.754、2.21mg/ ㎏ dw、
60d ③の葉、茎、果実、根ではそれぞれ0.182、1.11、
0.632、1.03mg/㎏ dwであった（図3-12）。ズッキー
ニの部位別ディルドリン濃度は概ね葉＜果実＜茎≦根
の順に濃かった。
　60d ①、60d ②、60d ③の部位別ディルドリン吸収
量は60d ①では葉、茎、果実、根でそれぞれ0.103、
0.086、0.322、0.011mg/㎡、60d ②では葉、茎、果実、
根でそれぞれ0.268、0.166、0.441、0.024mg/ ㎡、
60d ③では葉、茎、果実、根でそれぞれ0.054、0.064、
0.100、0.004mg/㎡であった。60d ①、60d ②、60d
③のディルドリン全吸収量はそれぞれ0.899、0.521、
0.223mg/㎡であった（図3-13）。栽培期間が現地慣行
の露地キュウリ栽培時期に近いほど吸収量が増加し
た。
　栽植密度を２倍の2.5株 /㎡にした場合、ズッキー
ニの部位別生育量は ,60d ①では葉、茎、果実、根で
それぞれ0.504、0.077、0.430、0.005㎏ dw/㎡、60d
②では葉、茎、果実、根でそれぞれ0.870、0.167、
0.640、0.015㎏ dw/㎡、60d ③では葉、茎、果実、根
でそれぞれ0.565、0.105、0.293、0.007㎏ dw/㎡であっ
た。ズッキーニの部位別生育量は根＜茎＜果実≦葉の
順に多かった。60d ①、60d ②、60d ③のズッキーニ
の全生育量はそれぞれ1.69、1.02、0.97㎏ dw/㎡で
あった（図3-11）。栽植密度が密植になるほどズッキー
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ニの生育量が増える傾向がみられた。定植時期が通常
の露地キュウリ栽培より遅く、生育量が少ない場合は
栽植密度が２倍になった場合、生育量が1.9倍に増加
したが、それ以外ではほとんど差がみられなかった。
　栽植密度を２倍の2.5株 /㎡にした場合、60d ①、
60d ②、60d ③の部位別のディルドリン濃度は60d ①
の葉、茎、果実、根ではそれぞれ0.296、1.75、0.780、
2.26mg/㎏ dw、60d ②の葉、茎、果実、根ではそれ
ぞれ0.477、1.20、0.780、1.80mg/㎏ dw、60d ③の葉、

茎、果実、根ではそれぞれ0.213、1.52、0.762、1.34mg/
㎏ dw であった（図3-12）。ズッキーニの部位別ディ
ルドリン濃度は概ね葉＜果実＜茎≦根の順に濃かっ
た。栽植密度が密植になってもズッキーニのディルド
リン濃度の違いはみられなかった。
　栽植密度を２倍の2.5株 /㎡にした場合、部位別の
ディルドリン吸収量は60d ①では葉、茎、果実、根で
それぞれ0.152、0.132、0.333、0.012mg/㎡、60d ②
では葉、茎、果実、根でそれぞれ0.394、0.198、0.498、

※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）

※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）

※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）

※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）

※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）

※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）

図3-8　栽培密度と栽培期間の違いによるズッキーニ
の部位別生育量の比較

図3-10　栽培密度と栽培期間の違いによるズッキーニ
の部位別ディルドリン吸収量の比較

図3-12　栽培密度と定植時期の違いによるズッキーニ
の部位別ディルドリン濃度の比較

図3-9　栽培密度と栽培期間の違いによるズッキーニ
の部位別ディルドリン濃度の比較

図3-11　栽培密度と定植時期の違いによるズッキーニ
の部位別生育量の比較

図3-13　栽培密度と定植時期の違いによるズッキーニ
の部位別ディルドリン吸収量の比較
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0.027mg/㎡、60d ③では葉、茎、果実、根でそれぞ
れ0.115、0.163、0.224、0.010mg/㎡であった。60d ①、
60d ②、60d ③のディルドリン全吸収量はそれぞれ
1.12、0.629、0.512mg/㎡であった（図3-13）。栽培
期間が長いほど生育量が増え、それに伴いディルドリ
ン吸収量も増加した。定植時期が通常の露地キュウリ
栽培より遅く、生育量が少ない場合は栽植密度が２倍
になった場合、ディルドリン吸収量が2.3倍になった
が、それ以外は差がみられなかった。
　これらのことから、ズッキーニの最適な栽培条件下
ではズッキーニの栽植密度を密植にしてもディルドリ
ン吸収量が大幅に増加することが期待できないことが
明らかになった。さらに、密植区ではうどんこ病やア
ブラムシなどの病害虫の発生が多発したため、慣行の
栽植密度で栽培することがより効果的であることがわ
かった。また、栽培期間は定植後90日栽培することが
より効果的であることが明らかになった。栽培時期は
現地慣行の５月下旬定植が６月下旬定植および７月下
旬定植と比べディルドリン吸収量が高まることが明ら
かになった。

3.3.4　要約
　ディルドリン吸収量を高めるために最も効率的な
ズッキーニの栽植密度、栽培期間および定植時期等の
栽培条件について検討した。ズッキーニの栽植密度は
密植にしてもディルドリン吸収量が大幅に増加するこ
とが期待できないことや密植区はうどんこ病やアブラ
ムシなどの病害虫の発生が多発したことから現地慣行
の露地キュウリ栽培の栽植密度で栽培するのが適切で
ある。また、栽培期間は定植後90日栽培、栽培時期は
現地慣行の５月下旬定植が６月下旬定植および７月下
旬定植と比べ、ディルドリン吸収量が高まることが明
らかになった。

3.4　ほ場におけるズッキーニによるディル
ドリン吸収除去効果の検証

3.4.1　緒言
　3.2および3.3ではポットおよびライシメーターに
て、ディルドリンの吸収除去に最適なズッキーニの施
肥法および栽植密度、栽培期間、栽培時期について検
討したが、これらの検討の結果をもとに、試験ほ場に
おいてディルドリン吸収除去効果を検証した。

3.4.2　材料および方法
⑴　吸収除去率の算出
　ズッキーニの栽培は同一ほ場にて４作栽培し、ディ

ルドリン吸収除去率を算出した。１年目、２年目、３
年目、４年目における作付前の土壌中ディルドリン濃
度はそれぞれ0.08、0.08、0.06、0.06mg/㎏であった。
土壌からのディルドリン吸収除去率を求めるため、プ
ロットあたりの吸収量として算出した。1.6㎡（2.0ｍ
×0.8ｍ）を１プロットとし、ズッキーニ根の伸びた
深さを20㎝と仮定した。これにより土壌容積は320L
で、試験ほ場の土壌は淡色黒ボク土で仮比重が0.6904
㎏ /L であったことから、プロット内の土壌の重量を
221㎏として、ディルドリン吸収除去率を算出した。
⑵　栽培条件
　育苗培土（スーパー子床Ｈ品®）200ｇをプラスチッ
クポット（400mL）に詰め、ズッキーニ（品種：‘ブラッ
クトスカ’）を播種し、21日間育苗した。試験ほ場に
設定した各プロットに640ｇの高度化成肥料（N‒
P2O5‒K2O: 15‒15‒15）を施用し、十分に混和した。
　育苗したズッキーニは各プロットに定植し、栽培期
間は５月下旬から90日間で、栽植密度は1.25株 /㎡で
栽培した（図3-14）。その後、植物体を採取し、水分
含量測定用とディルドリン分析用試料に分け、水分含
量用の試料は70℃で乾燥させ測定した。ディルドリン
分析用試料はアセトン添加後、ホモジナイザーにて粉
砕し、100mLに定容し、５℃の冷蔵庫にて保管した。
⑶　土壌およびズッキーニのディルドリン抽出・精製
法

　2.1.2のディルドリン抽出・精製法と同様の方法で
行った。

3.4.3　結果および考察
　作付１年目、２年目、３年目および４年目のズッ
キーニの部位別生育量は作付１年目のズッキーニの
葉、茎、果実、根ではそれぞれ12.8、2.6、29.0、0.2
㎏ fw/㎡、作付２年目の葉、茎、果実、根でそれぞれ
6.9、1.6、15.6、0.2㎏ fw/㎡、作付３年目の葉、茎、

図3-14　ズッキーニの現地試験
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果実、根でそれぞれ25.1、5.2、27.9、0.3㎏ fw/㎡、
作付４年目の葉、茎、果実、根でそれぞれ26.3、1.6、
6.6、0.2㎏ fw/㎡であった（図3-15）。作付１年目、
２年目、３年目および４年目のズッキーニの全生育量
はそれぞれ44.6、24.3、58.6、34.6㎏ fw/㎡であった。
　作付１年目、２年目、３年目、４年目のズッキーニ
の部位別ディルドリン濃度は作付１年目のズッキーニ
の葉、茎、果実、根ではそれぞれ0.031、0.102、0.035、
0.164mg/㎏ fw、作付２年目の葉、茎、果実、根では
それぞれ0.030、0.168、0.021、0.180mg/㎏ fw、作
付３年目の葉、茎、果実、根でそれぞれ0.013、0.047、
0.029、0.224mg/㎏ fw、作付４年目の葉、茎、果実、
根でそれぞれ0.011、0.039、0.020、0.192mg/㎏ fw
であった（図3-16）。
　作付１年目、２年目、３年目、４年目のズッキーニ
の部位別ディルドリン吸収量は作付１年目のズッキー
ニの葉、茎、果実、根でそれぞれ0.223、0.177、0.639、
0.018mg/㎡、作付２年目の葉、茎、果実、根でそれ
ぞれ0.130、0.171、0.203、0.021mg/㎡、作付３年目
の葉、茎、果実、根でそれぞれ0.198、0.145、0.509、
0.041mg/㎡、作付４年目の葉、茎、果実、根でそれ

ぞれ0.119、0.042、0.084、0.013mg/㎡であった（図
3-17）。作付１年目、２年目、３年目、４年目のズッ
キーニのディルドリン全吸収量はそれぞれ1.06、
0.525、0.893、0.258mg/㎡であった。
　作付１年目、２年目、３年目、４年目の土壌中ディ
ルドリン含量はそれぞれ17.2、17.7、13.3、13.3mg/
㎡であった。
　ズッキーニのディルドリン吸収量と土壌中ディルド
リン含量からズッキーニによる土壌からのディルドリ
ン吸収除去率を算出すると作付１年目、２年目、３年
目、４年目および４年間通算のディルドリン吸収除去
率はそれぞれ6.2、4.8、10.7、3.1および25.4％と算
出された（図3-18）。放射性 Cs の土壌からのファイ
トレメディエーション効果と比べるとこれらの値は
ファイトレメディエーションにより有害物質を吸収除
去する技術としては高い吸収除去率であるといえる。
しかしながら、実際の現場ではファイトレメディエー
ションは処理している間、生産者の収入がゼロになっ
てしまう。したがって、処理期間が長いほど非現実的
な技術になってしまう。このため、ファイトレメディ
エーション単独の技術ではなく、低吸収台木品種の導

※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３） ※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）

図3-15　試験ほ場におけるズッキーニの生育量

図3-17　試験ほ場におけるズッキーニによるディルド
リン吸収量の推移

図3-16　試験ほ場におけるズッキーニ中ディルドリン
濃度の推移

図3-18　試験ほ場におけるズッキーニによる土壌から
のディルドリン吸収除去率

20



農地に残留するディルドリンに関する研究

入等を組み合わせて評価する必要があると考えられ
る。
　今後は、ファイトレメディエーションによりディル
ドリンを吸収除去したほ場にてキュウリを栽培して、
キュウリ果実中のディルドリン吸収低減効果を検証す
る必要がある。

3.4.4　要約
　ズッキーニによる土壌中ディルドリンのファイトレ
メディエーション効果を検証した結果、作付１年目、
２年目、３年目、４年目および４年間通算のディルド
リン吸収除去率はそれぞれ6.2、4.8、10.7、3.1およ
び25.4％と算出された。比較的高いディルドリン吸収
除去率を示したが現場ではファイトレメディエーショ
ンは処理している間、生産者の収入がゼロになってし
まうことからファイトレメディエーション単独の技術
ではなく、低吸収台木品種の導入等を組み合わせて評
価する必要がある。

第４章　吸着資材を利用したキュウリのディ
ルドリン吸収抑制

　有機汚染物質は炭化資材のような炭素質吸着材に強
く吸着されることが知られている（Bucheli and 
Gustafsson 2000; Cornelissen et al. 2006; Koelmans 
et al. 2006; Ghosh 2007; Yu et al. 2009）。さらに、
いくつかの報告では活性炭はキュウリに対するディル
ドリンの吸収抑制に効果があると報告されている
（Hashimoto 2007; Hilber et al. 2009）。露地栽培では
キュウリは最も収益性の高い農作物の一つであること
から、生産者はディルドリン残留ほ場でキュウリ以外
の代替作物の作付に難色を示している。このため、土
壌改良資材等の木炭や活性炭などの吸着資材を投入
し、土壌中ディルドリンを吸着させ、キュウリ果実に
おけるディルドリンの残留を防止する試みが行われて
きた。1970年代の研究では、堆肥などの有機物を投入
することによりディルドリンの吸収を抑制させる目的
で試験が行われた（中村 1990）。しかしながら、投入
された資材の種類や投入量が統一されておらず、効果
が判然としなかった。また、Hashimoto（2007）はキュ
ウリ栽培において液状活性炭（大塚化学、活性炭フロ
アブル、ヤシ殻活性炭20％）を用い、ディルドリンの
吸収抑制効果を検証した。この結果、㎡当たり１Ｌの
投入で効果がみられた。しかし、活性炭フロアブルは
１Ｌの価格が2500円で、高価であることから、露地
キュウリ栽培では実用的でないことが明らかになって

いる。キュウリ生産者からは活性炭が高価であること
から木炭のように比較的安価な資材の効果を検証して
ほしいとの要望が強い。このため、木炭のような炭化
資材や安価な活性炭を用い、キュウリにおけるディル
ドリン吸収抑制効果の比較検証をする必要がある。さ
らに、ディルドリン残留ほ場に資材投入後、ディルド
リン吸収抑制効果の持続性も評価する必要がある。し
かしながら、このような課題に対してはほとんど情報
がない。
　このため、本章ではポット試験にて①比較的手に入
りやすい安価な炭化資材（木炭、竹炭および籾殻燻炭）
を用い、キュウリ果実におけるディルドリンの吸収抑
制効果を検証、②①より選抜された炭化資材を強化
し、キュウリ果実中ディルドリンの吸収抑制効果を検
証、③強化された炭化資材と活性炭を用い、キュウリ
果実中ディルドリンの吸収抑制効果を検証した。この
試験結果を基に実用的な資材を選抜し、４年間にわた
るほ場試験でキュウリ果実中ディルドリン吸収抑制効
果を検証した。さらに、実用化した際のコスト計算も
行った。

4.1　各種炭化資材のディルドリン吸収抑制効果

4.1.1　緒言
　ポット試験にて比較的手に入りやすい安価な炭化資
材（木炭、竹炭および籾殻燻炭）をディルドリン残留
土壌に混和し、キュウリ果実へのディルドリンの吸収
抑制効果を検証し、資材の選抜を行った。

4.1.2　資材および方法
⑴　炭化資材
　本研究では３種類の炭化資材を用いた。木炭チップ
（450℃加工：以後 WC450と表記）は福島県の伊達森
林組合で製造したものを用いた。籾殻燻炭（以後 RC
と表記）および竹炭（以後 BC と表記）は福島県農業
総合センターで製造したものを使用した。これらの炭
化資材は JIS A1204で定められた粒径組成を求めるた
め、75、106、250、425、850、2000μ m の篩を通過
させた。炭化資材の pH（H2O）は固液比１：10（solid: 
water）で測定した（表4-1）。全炭素量および全窒素
量は乾式燃焼法で測定した（Sumigraph NC Analyzer 
NC-220F; Sumika Chemical Analysis Service, Ltd., 
Osaka, Japan）。リン酸含量は硝酸 -過塩素酸分解後、
バナドモリブデン法により分析した。カリウムは硝酸
- 過塩素酸分解後、原子吸光光度計により分析した
（AA280FS; Varian Technologies Japan Ltd., 
Tokyo, Japan）。比表面積（SSAs）は比表面積計
（Autosorb-1; Quantachrome Instruments, FL, 
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USA）を用い、－196℃の窒素吸着により測定した。
⑵　ガラス温室によるポット試験
　使用した土壌は淡色黒ボク土で、2003年に農耕地の
表層（0-15㎝）から採取した。このほ場は1960年代後
半から1970年代前半にかけてホワイトアスパラガスの
生産で使用されており、害虫防除の際にアルドリンが
使用された。採取された土壌は風乾後、２㎜の篩を通
した。ディルドリンの濃度は0.110mg/㎏ dw であっ
たが、アルドリンは検出されなかった。
　土壌（10.2㎏ dw）はワグネルポット（1/2000：
15L、幅25.2㎝、高さ30㎝）に詰め、供試資材ととも
に、十分に混和した。各ポットには66.7ｇの高度化成
肥料（N-P2O5-K2O: 15-15-15）を施肥した。接木キュ
ウリ（台木：ときわパワー Z2、穂木：金星114）を供
試植物として使用した。キュウリ果実はディルドリン
濃度の高い主枝の下段（７節から９節）から収穫した
（岡本ら、2010）。試験は自然光の条件下で福島県農業
総合センターのガラス温室で行った（図4-1）。１区当
たり３反復で行った。キュウリ果実試料はディルドリ
ン抽出まで－20℃で保管した。この試験は2005年の４
月27日～６月25日に行った。試験期間中の平均気温は
21℃であった。３種類の炭化資材は土壌に十分混和し
た。各種炭化資材の施用量はポットあたり WC450お
よび RCが0.22㎏ dwで RCは0.23㎏ dwとした。無
処理区として資材を施用していないポットも準備し
た。供試植物の種子は非ディルドリン残留土壌に播種
し、播種後、穂木を９日間、台木を８日間育苗し、接
木が行われ、非ディルドリン残留土壌で栽培した。接
ぎ木21日後に準備したポットに移植した。キュウリ果
実は移植28～38日後に収穫した。
⑶　土壌および植物体の分析
　１．ディルドリンの抽出・精製法

　　2.1.2のディルドリン抽出・精製法と同様の方法
で行った。

　２．土壌の化学性
　　2.1.2の土壌の化学性と同様の方法で行った。

4.1.3　結果
⑴　炭化資材の物理化学的特性
　供試炭化資材の物理化学的特性を表4-1に示した。
炭化資材（WC450、RC および BC）の pH は中性か
らややアルカリ性であった。WC450、RC および BC
の全炭素含量はそれぞれ75％、40％、72％であった。
全窒素、リン酸含量、カリウム含量はそれぞれ約２-
５％、0.3- ３％および５-14％であった。WC450、
RCおよび BCの比表面積（SSAs）はそれぞれ２、46
および２㎡ /g であった。WC450、RC および BC の
粒径はそれぞれ425-2000µm、850-2000µm、および
100-425µmの範囲に大部分が分布していた。
⑵　炭化資材によるキュウリ果実中のディルドリン吸
収抑制

　３種類の異なる炭化資材（WC450、RCおよび BC）

表4-1　炭化資材の物理化学的特性

図4-1　ポット試験における活性炭施用試験
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を用い、キュウリ果実中のディルドリン吸収抑制効果
を比較した。無処理区で栽培したキュウリ果実中ディ
ルドリン濃度は0.055mg/㎏ fw であった。WC450施
用区のキュウリ果実中ディルドリン濃度は0.005mg/
㎏ fw であった。一方、RC 施用区および BC 施用区
の果実中ディルドリン濃度はともに0.045mg/㎏ fw
であった。このことから、供試した炭化資材の中で
WC450は最も高いディルドリン吸収抑制効果が見ら
れ、RC および BC はディルドリン吸収抑制効果がほ
とんど見られなかった（図4-2）。

4.1.4　考察
　様々な吸着資材は植物による農薬のような有機汚染
物質の吸収を効果的に抑制できることが報告されてい
る。Yu et al. （2009）は土壌に炭を投入したとき、た
まねぎのCarbofuran や Chlorpyrifos の吸収が減少し
たと報告している。同様に、中村（1990）はコンポス
トの施用により、カブ（Brassica rapa L. var. 
rapifera）によるアルドリンやディルドリンの吸収が
減少したと報告している。Amorphous carbons （Guo 
et al. 1991; Martinez-iñigo and Almendros 1992; 
Sluszny et al. 1999）の投入やCondensed carbons 

（Guo et al. 1991）の投入は農薬の吸着能力を増加さ
せることが明らかにされている。さらに、活性炭が
キュウリによるディルドリン吸収を減少させること
（Hashimoto 2007; Saito et al, 2011）やカボチャによ

るヘプタクロルエポキシドの吸収（Murano et al. 
2009）を減少させることがすでに報告されている。し
かしながら、活性炭は通常、炭化資材と比べ、高価で
ある。それゆえ、安価で入手しやすい炭化資材が効果
的にキュウリ果実への効果的なディルドリン吸収抑制
ができるかどうか調査した。調査した３種類の炭化資
材の中で、WC450が最も効果的にキュウリ果実ディ
ルドリン濃度を減少させた（図4-2）。炭化資材による
有機化合物の吸着の効果はその比表面積との関連性が
報告されている（Chun et al. 2004; Yu et al. 2006）。
RC の比表面積は WC や BC の比表面積よりも高かっ
たが、キュウリによるディルドリン吸収抑制効果は低
かった。RC の比表面積が高いのは、ディルドリン吸
着能力のないケイ酸塩の存在が関連しているのではな
いかと推測している。

4.1.5　要約
　ポット試験にて比較的手に入りやすい安価な炭化資
材（木炭、籾殻燻炭および竹炭）を用い、キュウリ果
実におけるディルドリンの吸収抑制効果を検証し、資
材の選抜を行った。この結果、炭化資材の比表面積は
50以下であり、すべての資材で小さかったが、
WC450を用いた場合、ディルドリン吸収抑制効果が
みられた。

4.2　スクリーニングされた炭化資材の改良

4.2.1　緒言
　炭化資材は高温処理により表面積が増加し、農薬等
の吸着能が高まることが報告されている（Miura et 
al. 2007）。そこで、4.1でディルドリン吸収抑制効果
のみられた WC450を高温処理や粉砕処理により加工
し、ディルドリン残留土壌に混和し、キュウリ果実に
おけるディルドリンの吸収抑制効果を検証した。

4.2.2　資材および方法
⑴　木炭資材
　この研究では WC450および1000℃加工の木炭（以
後WC1000と表記）は福島県の伊達森林組合で購入し
たものを用いた。WC1000を家庭用ミキサーにて粉砕
し、粉末にしたものを WC1000C とした。吸着資材の
分析については4.1と同様に行った。
⑵　ガラス温室でのポット試験
　4.1と同様の方法で行った。
⑶　接木キュウリの栽培条件
　4.1と同様の方法で行った。
⑷　土壌および植物体の分析
　4.1と同様の方法で行った。

図4-2　炭化資材施用によるキュウリ果実中ディルド
リン濃度の低減効果

※　　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）。
※※　Tukey の多重検定法により、試験区内の同符号間

に５％水準で有意差なし
※※※WC450：伊達森林組合産の木炭を450℃で焼成
　　　RC：籾殻燻炭
　　　BC：竹炭
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4.2.3　結果
⑴　木炭資材の比表面積
木炭資材の物理化学的特性を表4-1に示した。WC450、
WC1000およびWC1000C の比表面積（SSAs）はそれ
ぞれ２、149および215㎡ /g であった。WC450および
WC1000の粒径はそれぞれ250-2000µm、425-2000µm
の範囲に大部分が分布していた。WC1000C は粒径の
大部分が粉砕処理によって75μ m 以下となり、比表
面積（215㎡ /g）は WC1000より大きくなったと考え
られる。
⑵　最適化された木炭資材によるキュウリ果実への
ディルドリン吸収抑制

　異なる処理を行った木炭チップ（WC450、WC1000、
WC1000C）を用い、キュウリ果実中ディルドリン吸
収抑制効果を比較した。無処理区の果実中ディルドリ
ン濃度は0.055mg/㎏ fw であった。一方、WC450施用
区のキュウリ果実中ディルドリン濃度は0.040mg/㎏ 
fwに減少した。WC1000施用区のキュウリ果実中ディ
ルドリン濃度は0.020mg/㎏ fw に減少し、WC1000C
施用区のキュウリ果実中ディルドリン濃度は0.004mg 
㎏ /fw に減少した（図4-3）。このことから WC450の
高温処理や粉砕処理はキュウリ果実中ディルドリン濃
度を低減させることがわかった。

4.2.4　考察
　３種類の炭化資材（WC450、RC、BC）で最も効果

のあった WC450に対してディルドリンの吸収抑制効
果を高めるため、1000℃で燃焼したもの（WC1000）、
さらに粉砕したもの（WC1000C）を作成した。
WC1000の場合、WC450に対する比表面積は75倍に増
加し（表4-1）、その施用によるキュウリ果実中ディル
ドリン濃度は、WC450と比べ50％減少した。さらに、
WC1000の粉砕処理により作成した WC1000C の比表
面積はWC1000の1.4倍に増加し、その施用によるキュ
ウリ果実中ディルドリン濃度はWC1000と比べ80％減
少した。木炭を高温で燃焼させると、Chlorpyrios や
Carbofuran を吸着する能力は増加することが報告さ
れている（Yu et al. 2009）。木炭を高温で燃焼させた
り、粉砕処理することによりディルドリンの吸着能力
が向上することがわかった。

4.2.5　要約
　4.1で効果のみられたWC450を高温処理や粉砕処理
により比表面積を高め、キュウリ果実におけるディル
ドリンの吸収抑制効果を検証した。この結果、
WC450を1000℃で高温処理した場合、WC450の比表
面積は75倍に増加し、キュウリ果実中ディルドリン濃
度は50％減少した。さらに、WC1000を粉砕処理して
施用した場合、比表面積が WC1000と比べ1.4倍に増
加し、キュウリ果実中ディルドリン濃度を80％減少さ
せることができた。

4.3　改良した炭化資材と活性炭の比較

4.3.1　緒言
　4.2のポット試験で最もディルドリン吸収抑制効果
のみられたWC1000C と活性炭 SS1（以後ACと表記）
をディルドリン残留土壌に混和し、キュウリ果実にお
けるディルドリンの吸収抑制効果を検証した。さらに、
コスト的視点から両資材の有用性について考察した。

4.3.2　資材および方法
⑴　吸着資材
　WC1000C は福島県の伊達森林組合で製造し、家庭
用ミキサーにて粉砕したもの、粉末活性炭（AC）は
味の素ファインテクノ株式会社製を用いた。吸着資材
の分析は4.1と同様に行った。
⑵　ガラス温室でのポット試験
　4.1と同様の方法で行った。
⑶　ポット試験
　この試験は4.2と同じ時期に行った。WC1000C と
AC は異なる添加量とした。WC1000C の土壌への添
加量は54.5、109、218g dw、ACの土壌への添加量は
6.25、12.5、25および50g dw であった。資材を施用

※　　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）
※※　Tukey の多重検定法により、試験区内の同符号間

に５％水準で有意差なし
※※※WC450：伊達森林組合産の木炭を450℃で焼成
　　　WC1000：WC450を再度1000℃で焼成
　　　WC1000C：WC1000を粉砕

図4-3　木炭の加工方法の違いがキュウリ果実中ディ
ルドリン濃度に及ぼす影響
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していないポットも準備した。供試植物の種子は非
ディルドリン残留土壌に播種した。播種後、穂木を８
日間、台木を７日間育苗し、接木を行い、非ディルド
リン残留土壌で栽培した。接ぎ木15日後に準備した
ポットに移植した。キュウリ果実は移植28～37日後に
収穫した。
⑷　土壌および植物体の分析
　4.1と同様の方法で行った。

4.3.3　結果
⑴　吸着資材の物理化学的特性
　供試吸着資材の物理化学的特性を表4-1に示した。
AC の pH はアルカリ性（11.2）で、炭素含量は94％
で WC1000C より高かった。窒素およびカリウム含量
は WC1000C と比べ大きな違いはみられなかったが、
リン酸含量はより高かった。AC の比表面積は相対的
に大きく（780㎡ g-1）、粒径の大部分が75μm以下で
あった。
⑵　WC1000C および AC施用によるキュウリ果実中
ディルドリン吸収抑制効果の比較

　WC1000C と AC の施用量を変え、キュウリ果実中
ディルドリン吸収抑制効果を比較した（図4-4）。無処
理区のキュウリ果実中ディルドリン濃度は0.049mg/
㎏ fw であった。ACをポットに6.25、12.5、25 and 
50g dw 施用したとき、キュウリ果実中ディルドリン
濃 度 は そ れ ぞ れ0.020、0.001、 ＜0.001、and ＜
0.001mg/㎏に減少した。一方、WC1000C をポット
に54.5、109 and 218ｇ施用したとき、キュウリ果実
中ディルドリン濃度はそれぞれ0.019、0.001 and ＜
0.001mg/㎏に減少した。それゆえ、WC1000C のディ

ルドリン吸収抑制効果はACより明らかに低いことが
わかった。

4.3.4　考察
　WC1000C と AC のキュウリ果実中ディルドリン濃
度の吸収抑制効果を比較した。両資材とも、土壌に投
入する量の増加に伴い、キュウリ果実中ディルドリン
濃度は減少した（図4-4）。また、AC はキュウリによ
るディルドリン吸収抑制に対し、高い能力を持つこと
がわかった。残留基準値（dieldrin ＜0.02mg/㎏ fw）
を下回る水準まで少なくするためには WC1000C は
54.5ｇ必要なのに対し、ACは6.25ｇだけ必要である。
WC1000Cの比表面積はACの約25％であるため、キュ
ウリ果実中ディルドリンの吸収を抑制するのに必要な
WC1000C の量は AC の約４倍と推測される。しかし
ながら、AC は明らかに少ない量で WC1000C の抑制
効果を示した。AC の特異的な能力は比表面積の影響
だけではなく、孔のサイズのような他の要因がディル
ドリン吸着能に影響しているものと考えられる。ディ
ルドリン吸着能は比表面積の比較だけでは推察できな
いことが示された。このため、ディルドリン吸着能の
評価法の開発が強く求められる。
　また、コストの観点から吸着資材の有用性について
考察した。WC1000の価格は１㎏当たり261円である
のに対し、AC の価格が１㎏当たり500円であり、AC
はWC1000の約２倍の価格であった。これを基に、同
じ効果を得るために必要なACとWC1000C のコスト
を比較した。WC1000を自ら粉砕し WC1000C を準備
したため、WC1000C の正確な価格は算出できない。
それゆえ、使用した WC1000C の価格は WC1000の価
格を使用した。無施用と比較して、キュウリ果実中
ディルドリン濃度を50％以上削減を達成するためには
WC1000C のコストがポット当たり14.2円必要なのに
対し、ACのコストは3.1円であった。それゆえ、キュ
ウリ果実中ディルドリン汚染を抑制するのに必要な
AC のコストは WC1000C と比較してかなり低いこと
がわかった。

4.3.5　要約
　4.2のポット試験で最も効果的にディルドリン吸収
抑制効果のみられたWC1000C と ACを用い、キュウ
リ果実におけるディルドリンの吸収抑制効果を検証し
た。さらに、コスト的視点から両資材の有用性につい
て検討した。この結果、AC はキュウリ果実に対する
ディルドリン吸収抑制効果が非常に高いことがわかっ
た。キュウリ栽培において残留基準値（dieldrin ＜
0.02mg/㎏ fw）を下回る水準までディルドリンを少

※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）
※※WC1000C：WC1000を粉砕
　　AC：活性炭

図4-4　改良した木炭施用によるキュウリ果実中ディ
ルドリン濃度
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なくするためには WC1000C では54.5ｇ必要であった
のに対し、AC は6.25ｇであった。AC の比表面積は
WC1000C の４倍であるため、キュウリ果実へのディ
ルドリン吸収を抑制ために必要な AC の量は
WC1000C の約1/4倍と算出できる。しかしながら、
AC は明らかに少ない約11％の量で WC1000C と同等
の抑制効果を示したことから、ディルドリン吸着能は
比表面積の比較だけでは推察できないことが示され
た。このため、ディルドリン吸着能の評価法の開発が
強く求められる。
　また、無施用と比較して、キュウリ果実中ディルド
リン濃度50％以上の削減を達成するためには、
WC1000C のコストがポット当たり14.2円必要なのに
対し、AC のコストは3.1円と、かなり低いことがわ
かった。

4.4　ほ場における活性炭を用いたキュウリ
果実中ディルドリン吸収抑制効果およ
び持続効果

4.4.1　緒言
　ポット試験にて最もキュウリ果実中ディルドリン吸
収抑制効果のみられた活性炭（AC）をディルドリン
残留ほ場に施用し、キュウリ果実中ディルドリン吸収
抑制効果および持続効果について検証するとともにコ
スト的視点から資材の有用性について考察した。

4.4.2　資材および方法
⑴　ほ場試験
　ほ場試験は福島県内の農耕地で行った（図4-5）。
ポットで使用した土壌はこのほ場から採取した。表面
から100㎝深までの土壌は淡色黒ボク土で、pHは5.0-
5.5、炭素含量は36-38g/㎏、土性は表層から80㎝ま
でが CL、80-100㎝は LiC であった。ディルドリンの
残留は深さ80㎝までみられ、0.006-0.08mg/㎏の濃度
範囲であった（図4-6）。ポット試験のキュウリでディ

ルドリン吸収抑制効果がみられたACは2006年５月31
日に12.5㎡（2.5ｍ×5.0ｍ）のプロットに0、0.25、0.5
㎏ dw/㎡施用した。キュウリの栽培試験は2006年、
2007年、2009年に行った。2008年は休耕地として維持
した。また、このほ場は AC を十分に混和するため、
表層から15㎝深まで３回耕起し、さらに各プロットの
土壌にはキュウリ栽培の各年に200g/㎡の割合で高度
化成肥料（N‒P2O5‒K2O: 15‒15‒15）を施用した。使
用した接ぎ木キュウリは台木が‘ひかりパワーゴール
ド’、穂木が‘フロンティア’である。供試植物の苗
は福島県農業総合センターのガラス温室にて自然光お
よび常温条件下で育苗した。2006年は５月８日に、
2007年は５月７日に、2009年は５月３日に、ディルド
リン非汚染土壌にキュウリ（Cucumis sativus L.）の
種子を播種した。キュウリ播種の１日後にカボチャ台
木（Cucurbita maxima Duch.）を同じ方法で播種し
た。キュウリ播種の８日後、カボチャ台木の播種７日
後に、接木し、非汚染土壌で栽培した。接木キュウリ
は2006年および2007年は５月31日に、2009年は６月７
日に、ほ場へ移植した。栽植密度はプロットあたり15
株とした。接木キュウリは露地で栽培した。キュウリ
果実は2006年は７月６-10日に、2007年は６月25日～
７月３日に、2009年は６月29日～７月７日に主枝の７
～９節に着果したものを収穫した。すべての処理は３
反復とした。果実試料はポット試験と同様の処理を
行った。
⑵　土壌および植物体の分析
　2.1と同様の方法で行った。

4.4.3　結果
　このほ場におけるディルドリンの残留は深さ80㎝ま
で存在していた（図4-6）。試験ほ場においてACによ
るキュウリ果実中ディルドリンの低減効果を調査した
（図4-7）。無処理区で栽培したキュウリ果実中ディル
ドリン濃度は0.022mg/㎏ fw で、キュウリのディル
ドリン残留基準値を超えた。一方、AC施用区（0.25、
0.5㎏ dw/㎡）では施用初年目のキュウリ果実中ディ
ルドリン濃度は両施用区とも0.001mg/㎏ fw であっ
た。さらに、AC の持続効果を調査した結果、AC 施
用１年後では無処理区のキュウリで0.026mg/㎏ fw
であったのに対し、0.25および0.5㎏ dw/㎡施用区と
も0.004mg/㎏ fw であった。AC施用３年後では無処
理区のキュウリで0.020mg/㎏ fw であったのに対し、
0.25および0.5㎏ dw/㎡では、それぞれ0.008mg/㎏ 
fw および0.006mg/㎏ fw であった。

図4-5　現地ほ場における活性炭施用試験
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4.4.4　考察
　試験ほ場におけるディルドリンの残留はACを混和
した作土層（0-15㎝深）だけではなく、80㎝まで存在
していた（図4-6）。これは1970年代にホワイトアスパ
ラガスを栽培したとき土寄せを行い、その際、深さ30
㎝よりも深い部分まで深耕したためであると推測して
いる。過去の研究ではドリン剤は Kow が高いことか
ら、水にはほとんど溶解せず（Mackay 1997）、土壌
施用後は土壌内で移動することは少なく、土壌表層か
ら深さ30㎝までに大部分が残留することが報告されて
いる（川原ら 1971；桐谷 1971；川原 1973；大谷 
1988）。
　ポット試験の結果を基に、AC をキュウリによる
ディルドリン吸収に最も効果的な資材として選択し、
ディルドリン汚染ほ場でキュウリ果実中ディルドリン
濃度の低減効果を検証した。ポット試験ではACは土
壌と十分に混和されたが、ほ場試験では15㎝の深さま
でしか混和できなかった。しかし、ほ場にACを0.25
もしくは0.5㎏ dw/㎡施用した場合、ポット試験同様
にキュウリ果実中ディルドリン濃度を抑制することが
できた（図4-7）。一般的にキュウリの根の分布は主に
作土層にあることが報告されている（Saito et al, 
2011）。そのため、AC の施用により１年目はキュウ
リへのディルドリン吸収抑制効果が十分にみられた。
施用１年後以降は、ディルドリン吸収抑制効果が年々
低下する傾向にあった。この低下現象の原因として２
つ考えられた。一つ目は活性炭の表面が土壌中の有機
物や根の分泌物により飽和状態になり、ディルドリン
吸着能が減少してしまうこと、もう一方は、土壌中に
施用した活性炭が、耕起により散乱し、試験区から流
出したと考えられる。抑制効果は時間とともに減少す
る傾向にあるが、実用的な観点から考えると、AC の
抑制効果が施用後少なくとも４年間持続することは非
常に重要である。Murano et al. （2009）はすでに、

ACの土壌への施用によって土壌の pHや CEC、カボ
チャの生育への影響は見られなかったと報告してい
る。したがって、この試験で土壌に施用したAC量で
は、養分の利用や植物の成長にはほとんど影響がない
と考えられる。次に、コストの観点から吸着資材の有
用性について考察した。ほ場試験の結果から、AC の
0.25㎏施用はキュウリ果実中ディルドリン濃度を抑制
するのに十分な量であることが明らかになった。した
がって、AC の単価は5000円 /10㎏であることから、
AC のコストは10ａあたり125,000円で、農業資材と
しては高価である。しかしながら、抑制効果が少なく
とも４年間持続することから、年間あたりのコストは
10ａあたり30,000円程度となる。これは、キュウリ生
産者が受け入れられるコストと思われる。結論とし
て、ディルドリン汚染土壌へのACの施用は迅速かつ
継続的にキュウリ果実中ディルドリン濃度を低下さ
せ、さらに年間のコストもそれほど高くないことがわ
かった。それゆえ、ディルドリン汚染ほ場におけるキュ
ウリ栽培に役立つ、実用的な技術である。しかしなが
ら、この研究では１種類の土壌しか用いていないため、
今後の研究では異なるタイプの土壌を用いたACの効
果を確認する必要がある。さらに、異なるタイプの土
壌でのAC施用量や効果の持続性を調査する必要があ
る。

4.4.5　要約
　AC を用い、現地ほ場にてキュウリ果実中ディルド
リン吸収抑制効果および持続効果について検証すると
ともにコスト的視点からACの有用性について検討し
た。0.25㎏施用した場合、無施用と比較して施用１年

※　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝12）

※　　エラーバーは標準偏差を表す（ｎ＝３）
※※　Tukey の多重検定法により、試験区内の同符号間

に５％水準で有意差なし

図4-6　試験ほ場の土壌中ディルドリン濃度の垂直分布

図4-7　試験ほ場における活性炭施用によるキュウリ
果実中ディルドリンの吸収抑制
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後にはディルドリン吸収量が85％に減少し、施用３年
後には60％に減少した。0.5㎏施用した場合、無施用
と比較して施用１年後にはディルドリン吸収量が85％
に減少し、施用３年後には70％に減少した。AC のコ
ストは10ａあたり125,000円で、農業資材としては高
価である。しかしながら、抑制効果が少なくとも４年
間持続することから、年間あたりのコストは10ａあた
り30,000円程度となる。それゆえ、ディルドリン汚染
ほ場におけるキュウリ栽培に役立つ実用的な技術であ
ると結論できる。

第５章　総合考察

　ディルドリンはKow（水 -オクタノール分配係数）
値が高く、土壌に強く吸着することから、水には溶け
にくい。このため、降雨や灌水などの水の動きでは流
出せず、土壌中での残留性が高いことから、40年以上
前に使用禁止となり、現在でも日本の多くの農耕地土
壌に残留したままである。さらに、ディルドリンはウ
リ科植物で特異的に吸収される性質を持っている。土
壌中のディルドリンは土壌における残留基準値が設定
されていないことから、1970年代に四国地域技術連絡
会議では地域における土壌およびキュウリ果実中ディ
ルドリン濃度の関係からキュウリの残留基準値
（0.02mg/㎏ fw）をクリアできるキュウリ作付対策技
術を作成した。これによると、土壌中ディルドリン濃
度が0.06mg/㎏ dwを下回るほ場であればキュウリ果
実中ディルドリン濃度は残留基準値を超えないと判断
され、これが全国的なキュウリ作付判断基準となった。
しかしながら、この判断基準値はこの地域で得られた
データをもとに作成されたことから土壌の種類や特性
についてほとんど考慮されていないものと考えられ
る。このため、この判断基準値を用いてキュウリを栽
培していた東京都をはじめとするキュウリ産地では出
荷したキュウリ果実から残留基準値を超えるディルド
リンが検出され、産地を揺るがす大きな社会問題と
なった。このことから、キュウリ産地では、キュウリ
果実におけるディルドリン残留リスクを回避するた
め、土壌分析を行いディルドリンが検出された場合、
作付転換、ほ場転換、深耕、排土・客土などの対策が
行われてきた。しかしながら、特に露地栽培のキュウ
リは収益性の高い作物であることから、ディルドリン
残留ほ場においてもキュウリの作付け可能な技術対策
の開発が求められている。このため、本研究では土壌
中ディルドリン分析値からキュウリ果実中ディルドリ
ン濃度を予測し、汚染レベルに応じたディルドリン対

策技術の開発を試みた。ここでは、各章において十分
にふれなかった点についても補足しつつ、全体を通し
た総括的な議論を行い、今後の展開の可能性と問題点
について述べる。

１．ディルドリン残留ほ場における対策技
術について

⑴　各種農作物のディルドリン残留基準値を考慮した
キュウリ代替作物の選定

　キュウリを作付できない程度にディルドリン汚染レ
ベルが高い土壌についてはキュウリの作付を見送らな
ければならない。後で述べる低吸収台木品種、吸収浄
化技術、吸着資材施用の技術は低汚染レベル（0.005-
0.06mg/㎏ dw）から中汚染レベル（0.06-0.1mg/㎏ 
dw）を想定しており、高い汚染レベルであれば、キュ
ウリ中ディルドリン濃度が残留基準値を超えるリスク
が高まることから作付転換が望ましい。2010年に北海
道ではバレイショから残留基準値（＜0.005mg/㎏）
を超えるディルドリンが検出された。このため、作付
転換にあたっては作付品目に注意する必要である。排
土・客土という選択肢もあり、実際に10ａのほ場の１
ｍ深土壌を入れ替え、キュウリ生産を可能にした生産
者も存在するが、キュウリ生産では回収できない程度
の費用がかかることから現実的ではない。
　以上のようなことを踏まえ、各種農作物の残留基準
値を考慮したキュウリ代替作物の選定について考察し
た。食品衛生法では各作物ごとにディルドリンの残留
基準値が設定されているため、対象品目のディルドリ
ン分析値が高くても残留基準値が高ければ、基準値超
過のリスクは少ないが、分析値が低くても残留基準値
が低ければ基準値超過のリスクが高まる。このため、
食品衛生法で定められた残留基準値が低い作物ではウ
リ科作物以外でもディルドリン残留の可能性が高ま
る。それゆえ、各種野菜におけるディルドリンの残留
基準値超過リスクを評価する指標として、TOF
（Tolerance limit over factor: BCF/ 各種野菜の残留
基準値）を提案する。この指標を用いた場合、BCF（生
物濃縮係数）はウリ科ではキュウリ、ズッキーニ、カ
ボチャで高いが、TOF は残留基準値の低いキュウリ
が高く、残留基準値の高いズッキーニやカボチャで低
い値を示した。すなわち、キュウリは残留基準値を超
えるリスクが高く、ズッキーニやカボチャはキュウリ
と比べ残留基準値を超えるリスクは低いことがわか
る。一方、非ウリ科作物については、可食部が土壌と
接するニンジンでは BCF はウリ科作物よりも低く、
残留基準値も0.1mg/㎏ fw と高いため、TOFも低い。
このため、ニンジンは残留基準値を超えるリスクは低
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いと考えられる。これに対し、ダイコンおよびバレイ
ショでは BCF は低いが、残留基準値が低い（＜
0.005mg/㎏ fw）ことからTOFはズッキーニやカボ
チャと同等の値となった。これはダイコンやバレイ
ショはウリ科作物であるズッキーニやカボチャと同様
のディルドリン残留リスクがあると考えられる。この
ため、ディルドリン残留ほ場におけるキュウリ代替作
物として、他のウリ科作物および残留基準値が低く、
可食部が土壌と接する作物の栽培は避けるのが適切で
あると提案する。
⑵　ディルドリン高吸収植物によるファイトレメディ
エーション技術の開発

　土壌中のディルドリンの吸収に関して、ウリ科植物
が普遍的に高い吸収能を持ち、他科にはない特異的な
メカニズムの存在が示唆されている（Lichtenstein et 
al.1965, Otani et al.2008, 永井 1973）。このため、ディ
ルドリンに関してウリ科植物以外はファイトレメディ
エーション植物としてはほとんど効果がないものと考
えられる。ウリ科植物はイネ科植物と比べ、粗放的な
栽培がしにくいことからファイトレメディエーション
植物として最適とはいえないが、現時点では土壌中か
らのディルドリン吸収量を考慮するとウリ科植物から
選択せざるをえない。このため、Otani et al. （2007）
はウリ科の中でも比較的ディルドリン吸収能の高いカ
ボチャ属に着目した。そこで、カボチャ属の中で通常
栽培で用いられるセイヨウカボチャ（C.maxima）、
ニホンカボチャ（C.moschata）、ペポカボチャ（C.
pepo）およびキュウリ台木として用いられるフィシ
フォリア（クロダネカボチャ：C.ficiforia）、これに加
えミキスタカボチャ（C.mixita）とフォエティディシ
マ種（C.foetidissima）の６種34原種・系統の種子を
ディルドリン残留土壌で栽培し、茎葉部ディルドリン
濃度を比較した。この結果、ズッキーニ（C.pepo）
のディルドリン濃度が最も高いことがわかった。ズッ
キーニはペポ種であり、ペポ種が他種と比べディルド
リン吸収能の高い傾向を見出せたのであればペポ種に
絞ってスクリーニングを行ったが、カボチャ属各種間
のディルドリン吸収能に一定の傾向がみられなかっ
た。
　また、Otani et al. はズッキーニ品種間のスクリー
ニングは行っていない。第３章で述べたようにファイ
トレメディエーションでは濃度だけではなくバイオマ
ス量が重要である。ウリ科作物は水稲や大豆などと異
なり、仕立て方一つで多くのバイオマス量を得ること
ができる。さらに、収穫する生産物を考慮する必要が
なければさらにバイオマス量を増やす栽培体系を追求
することができる。しかしながら、ほ場レベルでバイ

オマス量の比較を行うには広大な面積のほ場が必要と
なる。ディルドリン汚染の問題は風評被害を引き起こ
す可能性を含んでいることから広大なほ場を確保する
のが難しい。このため、Otani et al. はバイオマス量
については触れていない。しかしながら、ディルドリ
ン吸収能は使用した作物または品種固有のものであ
り、さらにウリ科作物は仕立て方一つでバイオマス量
を増やすことができることから、第３章ではズッキー
ニを用い、高吸収品種の選抜をするとともに、最も効
果的にディルドリンを吸収除去するためのズッキーニ
栽培法の検討を行った。この結果、品種の選抜につい
ては特異的に吸収能の高い品種は見当たらなかった。
施肥量については露地キュウリ標準栽培の窒素施肥量
30㎏ /10ａの２倍である60㎏ /10ａが適当であると考
えられた。60㎏ /10ａ以上の施肥については実施して
いないが、窒素施用量の増加は生育促進による密植
で、うどんこ病やアブラムシの発生が著しく増加し、
期待できるほどの増収効果が得られないと考えられ
る。また、ファイトレメディエーションは作付けして
いる間、生産者の収入が皆無になってしまうことか
ら、コスト的に多量の農薬を散布することはできない。
このため、60㎏ / ａが適当であると判断した。また、
栽植密度については露地キュウリ標準栽培の栽植密度
と同レベルが効果的で、密植しても過繁茂になりす
ぎ、これに伴いうどんこ病やアブラムシの発生が著し
く増加し、高い収奪効果が得られなかった。栽培時期
についてはキュウリ露地栽培と同様に５月下旬定植が
最も効果的であった。栽培期間については90日間が最
も効果的であった。90日間より長い期間栽培を試みた
がうどんこ病やアブラムシを介したウィルス病の発生
により、露地栽培では90日より長い期間栽培すること
は難しいことがわかった。以上の結果から、最適な条
件を基にズッキーニを栽培し、ズッキーニのディルド
リン吸収量と土壌中ディルドリン含量からズッキーニ
による土壌からのディルドリン吸収除去率を算出する
と作付１年目、２年目、３年目、４年目および４年間
通算のディルドリン吸収除去率はそれぞれ6.2、4.8、
10.7、3.1および25.4％と算出された。ひまわりによ
る放射性 Cs のファイトレメディエーション効果と比
べるとこれらの値はファイトレメディエーションによ
り有害物質を吸収除去する技術としては高い吸収除去
率であるといえる。しかしながら、前にも述べたとお
り、実際の現場ではファイトレメディエーションは処
理している間、生産者の収入が皆無になってしまう。
したがって、処理期間が長いほど非現実的な技術に
なってしまう。このため、ファイトレメディエーショ
ン単独の技術ではなく、低吸収台木品種の導入等を組
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み合わせて評価する必要があると考えられる。
⑶　炭化資材および活性炭を利用したキュウリによる
ディルドリンの吸収抑制

　低吸収台木品種の導入やズッキーニによるファイト
レメディエーションにしても直ちにディルドリン問題
を解決できる技術ではない。吸着資材によるディルド
リン吸収抑制についてはHashimoto（2007）が用いた
液状活性炭（大塚化学、活性炭フロアブル、ヤシ殻活
性炭20％）を１㎡当たり１Ｌ投入すれば効果がみられ
たが、１Ｌ当たり2500円と高価であることから露地
キュウリ栽培では実用的でない。キュウリ生産者から
は液状活性炭が高価であることから木炭のように比較
的安価な資材の効果を検証してほしいとの要望が強
い。このため、木炭のような炭化資材と活性炭を用い
て、キュウリにおけるディルドリン吸収抑制効果比較
を検証する必要があった。さらに、ディルドリン残留
ほ場に資材投入後、ディルドリン吸収抑制効果がどの
くらい持続するかを検証する必要があった。しかしな
がら、このような問題に対しほとんど情報がなかった。
このため、第４章ではポット試験にて①比較的手に入
りやすい安価な炭化資材（木炭、竹炭および籾殻燻炭）
を用い、キュウリ果実におけるディルドリンの吸収抑
制効果を検証、②①より選抜された炭化資材を改良
し、キュウリ果実中ディルドリンの吸収抑制効果を検
証、③改良された炭化資材と活性炭を用い、キュウリ
果実中ディルドリンの吸収抑制効果を検証した。この
結果、木炭でも大量に投入すれば効果が得られる資材
もあった。さらに、高温処理や粉砕処理などにより改
良することでさらにディルドリン吸収抑制効果が高ま
ることがわかった。このため、改良した木炭
（WC1000C）と活性炭 SS1（味の素ファインテクノ：
AC）でのディルドリン吸収抑制効果の検証とそれに
対するコスト計算を行った。残留基準値（dieldrin ＜
0.02mg/㎏ fw）を下回る水準までディルドリンの吸
収を抑えるためには WC1000C が54.5ｇ必要であった
のに対し、AC は6.25ｇであった。AC の比表面積は
WC1000Cの約４倍であるため、キュウリ果実へのディ
ルドリンの吸収抑制に必要なACの量はWC1000C の
約1/4と推測される。しかしながら、AC は明らかに
1/4より少ない量で WC1000C の抑制効果を示した。
AC の特異的な能力は比表面積の影響だけではなく、
孔のサイズのような他の要因がディルドリン吸着能に
影響しているものと思われる。
　また、コストの観点から吸着資材の有用性について
考察した。木炭チップ（WC450）１㎏あたりの価格
は169円で、1000℃加工の木炭（WC1000）の価格は
261円である。AC の価格は500円で供試資材の中で最

も高い。しかしながら、WC450、籾殻燻炭（RC）、竹
炭（BC）等の吸収抑制効果はほとんど認められなかっ
た た め、WC1000C と AC の コ ス ト を 比 較 し た。
WC1000を筆者自ら粉砕しWC1000Cを準備したため、
WC1000C の正確な価格は算出できない。それゆえ、
使用した WC1000C の価格は WC1000の価格を使用し
た。無施用と比較して、キュウリ果実中ディルドリン
濃度を50％以上削減するためには、WC1000C のコス
トは、ポット当たり14.2円必要であるのに対し、AC
のコストは3.1円であった。それゆえ、キュウリ果実
中ディルドリン汚染を抑制するのに必要なACのコス
トは WC1000C と比較してかなり低いことがわかっ
た。この結果を基に、AC をキュウリによるディルド
リン吸収に最も効果的な資材として選択した。
　ディルドリン汚染ほ場で AC の抑制効果を検証し
た。ほ場にACを0.25もしくは0.5㎏ dw/㎡施用した
場合、ポット試験同様に2006年の試験でキュウリ果実
中ディルドリン濃度を抑制することができた。キュウ
リの根の分布は主に作土層にあることが推測される。
そのため、AC の施用により、１年目はキュウリによ
るディルドリン吸収抑制効果が十分にみられた。施用
１年後以降は、ディルドリン吸収抑制効果が年々低下
する傾向にあった。この低下現象の原因として２つの
要因が考えられた。一つ目は活性炭の表面が土壌中の
有機物や根の分泌物により飽和状態になり、ディルド
リン吸着能が減少してしまうこと。もう一方は、土壌
中に施用した活性炭が、耕起により散乱し、試験区か
ら流出したと考えられる。抑制効果は時間とともに減
少する傾向があるが、0.25㎏施用した場合、無施用と
比較して施用１年後には85％に減少し、施用３年後に
は60％に減少した。0.5㎏施用した場合、無施用と比
較して施用１年後には85％に減少し、施用３年後には
70％に減少した。実用的な観点から考えると、AC の
抑制効果が施用後少なくとも４年間持続することが非
常に重要である。さらに、それぞれの年次で供試植物
の成長や歩留まりに対する活性炭施用の影響は観察さ
れなかった。Murano et al. （2009）はすでにAC吸
着剤の土壌への施用は土壌の pH や CEC、カボチャ
の生育への影響は見られなかったと報告している。し
たがって、この試験で土壌に施用した活性炭量は、養
分の利用や植物の成長にはほとんど影響がないことが
わかった。
　また、ほ場で十分に抑制効果の得られるのに必要な
AC 施用のコストを計算した。ほ場試験の結果から、
AC の0.25㎏施用はキュウリ果実中ディルドリン濃度
を抑制するのに十分であることがわかった。したがっ
て、AC の単価は10㎏当たり5000円で、そのコストは
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10ａあたり125,000円であることから、農業資材とし
ては高価である。しかしながら、抑制効果が少なくと
も４年持続することから、年間あたりのコストは10ａ
あたり30,000円程度である。これは、キュウリ生産者
が受け入れられることのできる費用であると思われ
る。結論として、ディルドリン汚染土壌へのACの施
用は迅速かつ継続的にキュウリ果実中ディルドリン濃
度を低下させ、さらに年間のコストもそれほど高くな
い。それゆえ、ディルドリン汚染ほ場におけるキュウ
リ栽培のために役立つ実用的な技術である。

２．ディルドリン汚染レベルに応じた対策
技術の提案

　以上ののデータを基に土壌のディルドリン汚染レベ
ルに応じた対策技術を提案したい。土壌のディルドリ
ン濃度が0.10mg/㎏ dw以上の高汚染土壌ではキュウ
リ代替作物の作付を推奨する（表5-1）。キュウリ代替
作物としてはカボチャやメロンなどのウリ科作物や残
留基準値が低く、可食部が土壌と接するいも類や根菜
類を除く作物を推奨する。土壌のディルドリン濃度が
0.06mg/㎏ dw以上0.10mg/㎏ dw未満の中汚染土壌
では粉末活性炭 SS1の施用を推奨する。粉末活性炭の
投入量は0.25㎏ /㎡で、持続効果が低下する４年に一
回投入する。土壌のディルドリン濃度が0.06mg/㎏ 
dw 未満の低汚染土壌ではディルドリン低吸収台木品
種の導入を推奨する。低吸収品種としては Otani et 
al. （2007）が選抜した‘ゆうゆう一輝黒’,Hashimoto
が選抜した‘きらめき’があげられる。ズッキーニに
よるファイトレメディエーションについては中～高汚
染土壌で行い、この結果、土壌中のディルドリン濃度
が0.06mg/㎏ dw未満の低汚染土壌になれば、ディル
ドリン低吸収台木品種を導入する。0.06mg/㎏ dw以
上0.10mg/㎏ dw未満の中汚染土壌であれば粉末活性
炭 SS1を施用する。引き続き0.10mg/㎏ dw以上の高
汚染レベルであればキュウリ代替作物の作付を行う。
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表5-1　ディルドリン汚染レベルとその対策
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Summary

  Aldrin and dieldrin, categorized as a group of 
persistent organic pollutants (POPs), are insecticides 
used on crops. In Japan, aldrin and dieldrin were 
registered in 1954, and were used extensively on 
arable land for insect control. Although they were 
not manufactured in Japan, 3,300 t of aldrin and 683 t 
of dieldrin were imported from 1958 to 1972. Because 
of their extreme persistence in the environment and 
the fact that their accumulation in crops poses a 
potential threat to human health, the Japanese 
Government banned the use these chemicals for food 
crops in 1971, and their use as pesticides was 
prohibited in 1975. Aldrin is easily oxidized to 
dieldrin in soil, and dieldrin is extremely stable in 
soil. As a consequence, soils continue to remain 
contaminated with dieldrin, even though aldrin and 
dieldrin have not been used for the past 40 years. In 
recent years, dieldrin at concentrations exceeding 
the limit set by the Food Sanitation Law of Japan 
(dieldrin <0.02 mg kg-1 fresh weight) has been 
detected in cucumber fruits produced in some areas 
of Japan. It is known that cucurbits take up 
considerable amounts of dieldrin from the soil. 
Therefore, changing from cucumber to non-cucurbits 
would appear to be an effective strategy for avoiding 
dieldrin pollution in food crops. However, cucumber 
is a profitable crop, and therefore farmers require an 
alternative means of reducing dieldrin uptake in 
cucumber plants. In this study, we carried out soil 
diagnostics in dieldrin contaminated field and then 
suggested development of technical measures 
depending on the level of dieldrin contamination in 
field.

1) Selection of alternative crop of cucumber in 
dieldrin contaminated field and investigation of 
dieldrin absorption characteristics of various crops

  As a result of soil diagnostic, high levels of dieldrin 
in field contamination is to avoid planting and we 
should produce alternate crop. Therefore, we 
compare the dieldrin absorption characteristics with 
various crops, select practical crops, and then we 
selected considering MRLs prescribed in the Food 
Sanitation Law. As a result of this, Considering these 
TOF values, we propose that Cucurbitaceae crops, 

root crops (especially Japanese radish), tubers 
(especially potato), and leafy vegetables (especially 
komatsuna), in which dieldrin tolerance limits are set 
at low concentrations, are not appropriate for 
cultivation in dieldrin-contaminated fields.

2) Development of phytoremediation with dieldrin by 
high absorption plant

  We suggested that dieldrin in contaminated field 
was absorbed and remediated by zucchini with high 
absorption capacity of dieldrin. As a result of this, we 
were able to remove dieldrin from the soil of about 
25% in the 4 years.

3) Suppress ive e f f ec t o f so i l app l i ca t i on o f 
carbonaceous adsorbents on dieldrin uptake by 
cucumber fruits

  In pot experiments, we investigated the capacity of 
carbonaceous adsorbents (biochars and activated 
carbon) to sequester dieldrin, attempted to optimize 
the capacity of a biochar , and compared the 
suppressive effect of the optimized biochar with that 
of activated carbon on dieldrin uptake in cucumber 
f ru i t s . On the bas i s o f the resu l t s o f these 
experiments, we selected a practical adsorbent and 
then examined its effect in a field experiment for 4 
years. And we also calculated the cost of the selected 
adsorbent necessary to maintain a suff icient 
suppressive effect in the field for considering the 
practicality.
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